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4. むすび

著した『失われた関連性ー管理会計の興亡ー』 (1)

における問題提起を受けて，原価計算・管理会

計史論において基本的と考えられてきた幾つか

の問題を検討しようとするものである。

さて，今日の原価計算・管理会計史論の領域

においてジョンソン＝キャプランの『失われた

関連性』が投げかけた問題は，日本・アメリカ

両国の研究者のみでなく，イギリスの批判会計

学派と呼ばれる人々の間においても，興味深い

議論を巻き起こしている。彼らの問題提起に対

する受け取り方は，論者によって実に様々であ

るが，雑誌『管理会計 (ManagementAccount-

ing)』誌上で「管理会計をゆり動かしつつある動

議提起者」 (2)とまで評されるほど，その与えた

影響力は大きいものがあったと思われる。その

理由は，他でもない。彼らが，従来の管理会計

パラダイムの転換を提唱しているからである。

同書の目次(3)を一覧すればわかるように，彼

らはまず， 1970年代末から1980年代の前半にお

けるアメリカ製造業の衰退を背景に，原価計

算・管理会計の現状認識から1980年代の管理会

1. はじめに

本稿は，ジョンソン＝キャプランが1987年に
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(1) Johnson, H. T. and R. S. Kaplan [1987]. 
(2) N AA, Management Accounting, January 
1987, cover. ちなみに，ジョンソン＝キャプラン
の問題提起以来，フランスでも分析会計を中心に伝

統的会計方法が再検討されはじめている。彼らの問

題提起が，フランスでどのように受けとめられたか

については，さしあたり Mevellec,P. [1988], 
Evraert, E. et P. Mevellec[1990]を参照。
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計システムの陳腐化を捉えている。その観点か

ら原価計算・管理会計の歴史を再構成するため

に，「関連性」論議の基軸となる原価計算と商業

簿記との「統合」問題へ新しい視点を展開し，

さらに，新しい製造環境下での管理会計パラダ

イムの転換を主張している。そして，最後の数

章では，原価計算・管理会計の将来の発展方向

を模索している。彼らの研究アプローチについ

ては，後述するように，承服できない点もある

が，それにしても，同書の副題「管理会計の興

亡」が示唆するように，そこでは，彼らは独自

の管理会計の研究方法を以て，新しい資料を掘

り起こし，そのなかで従来の原価計算・管理会

計文献を読みなおし，原価計算・管理会計史を

再構成しなおすという，大胆且つ着実な作業を

進めている。

この管理会計のパラダイム転換という問題提

起に対して，まず第一に我々は， FMS(弾力的

製造システム）や CIM(コンピューター統合生

産）に代表される新しい製造環境下での原価計

算・管理会計のあり方を考えていく方向におい

ては，彼らとともに隣接諸科学の成果を取り入

れ，より積極的に進んだ製造環境の分析を進め

(3) ジョンソン＝キャプランの『失われた関連性』の

冒
第一章序

第二章 19世紀の原価管理システム
第三章能率，利益及び科学的管理： 1880-1910 
第四章垂直的統合企業のコントロール： 1914年

までのDuPont化学会社
第五章多事業部組織のコントロール： 1920年代

のジェネラル・モータース

第六章 原価管理から原価会計へ：失われた関連

性
第七章 原価会計と意思決定：学問上での関連性

の追求

第八章 1980年代：管理会計システムの陳腐化
第九章新しいグローバルな競争

第十章工程管理と製品原価計算のための新しい

システム

第十一章将来における業績評価システム

第 56 巻第 5• 6号

ていかねばならないと考えている (4)。最近，日米

英で活発に行われている会計をめぐる実証的研

究（研究者によるケース・スタディー，フィー

ルド・スタディー(5)及び産官学共同研究(6))の成

果が発表されているが，それらを行っている主

体の研究方法・視角の相違という根本的な問題

を抱えているとはいえ，そこでは企業管理及び

労働の場における会計（及び管理会計）の機能・

役割が生き生きと描き出されている。その意味

で，これらの実証的研究は，その成果に多くの

制約があるとはいえ，積極的に評価しなければ

ならないものだと考えられる。

第二に，ジョンソン＝キャプランにおいて，

原価計算と商業簿記との「統合」が管理にとっ

て否定的なものであるとの理解から，管理会計

のパラダイム転換が語られていることに対して

一つの疑問をもたざるをえない。というのは「統

合」の否定的理解は，原価計算・管理会計史論

における彼らの視点・立場の特徴となっている

が，解明されるべき問題（つまり，なぜ「統合」

されねばならなかったのかという，従来の研究

者らが追求してきた問題）を分析しないまま，

それを前提として議論が進められているからで

ある。管理会計システムの「関連性喪失」論議

も，まさに「統合」問題を軸として展開されて

いるだけに，「統合」についてより深い洞察がも

とめられると思われる。つまり，本稿において

「統合」問題をめぐって原価計算・管理会計史

論を整理する意義はここにあるわけである。

第三に，彼らの問題提起を契機に，私として

(4) というのは， Lee,J. Y. [1987, chap. 1]によれば，
アメリカでは， CIMによって外国の競争相手に対

して，自国の製造業の競争優位を獲得できると考え

られているからである。

(5) Bruns, W. J. and R. S. Kaplan[1987]参照。
(6) Berliner, C. and Brimson J. A. [1988]参照。

-146-



原価計算・管理会計史論についての一考察

は， もう一つ問題を掘り下げ，「会計」をどう捉

ぇ，さらに「管理」とその「会計」の両面を持

つ「管理会計」をどう捉えるか，そういった基

本的な課題にまで議論を展開しなければならな

いと考えている。これは，我々にとっては容易

でない仕事であるが，重大な課題であると考え

られる。

本題に入る前に，本稿の全体的な構成につい

てその概要を述べておきたい。上述のように，

私は「管理会計のパラダイム転換」というジョ

ンソン＝キャプランの問題提起を，三つの研究

領域，つまり， 1)製造環境の実証分析， 2) 「統

合」をめぐる歴史的分析， 3)会計の本質的理解

のそれぞれを進めていくうえでの，一つの契機

として受けとめた。しかし，本稿では，さしあ

たり， 2)の歴史的分析に焦点を絞った。その他

の問題は今後の課題としたいが，本稿でも史的

分析に必要なかぎりにおいては言及したいと考

えている。まず，ジョンソン＝キャプランの『失

われた関連性』の概略を述べ，「関連性の喪失」

が「統合問題」を契機にして生じた事情を明ら

かにする。次いで，従来の原価計算研究におけ

る代表的論者による「統合」の位置付け・評価

（以下これを「統合」観と呼ぶ）をフォローし

たのち，彼らの管理会計方法と従来の研究方法

との相違を，この「統合」観の相違から明らか

にしていきたいと考えている。そして最後に，

イギリス批判会計学派の「会計の社会的・政治

的アプローチ叫による「取引コスト理論を基礎

とした管理会計論」批判を踏まえて，かつてイ

ギリスにおける「統合」問題が集中的に論じら

(7) イギリス批判会計学派の学問的特徴については，

Cooper, D. J. and T. M. Hopper[1990]に掲載され
ている，第一回会計学際的展望会議に提出された諸

論文を参照した。
(8) Garcke, E. and J.M. Fells[1887, 1922]. 

れてきたガルク＝フェルズ『工場会計』 (8)の第

1版 (1887) と第 6版 (1911)・7版 (1922) と

の間の第一次大戦を境とした「簿記体系」や「原

価」をめぐる比較研究の成果に基づきながら，

広く社会的・経済的・政治的な視点から「統合」

の本質を明らかにしていきたい。

以上，ジョンソン＝キャプランの問題提起に

対する私の受けとめ方，及び本稿の構成につい

て述べてきたが，本稿を通じて，特に次の二点

を明らかにしようと考えている。一つは，従来

の研究方法との比較検討を通じて，ジョンソ

ン＝キャプランの所説を批判的に考察し，その

位置付け・評価を行うことである。特に，これ

までの研究成果に基づき，彼らの管理会計研究

方法の特徴の析出を試みるが，このことは，逆

に，従来の研究方法を相対的に評価することに

もなると考えられる。もうひとつは，「統合」の

本質の解明である。というのは，まさにこの「統

合」問題は，『失われた関連性』論議の原点であ

り，彼らの歴史分析と現状分析を結ぶ結節点を

なしているからである。かつて，「統合」はイギ

リスのガルク＝フェルズ（第3章の注(11)参照）

の『工場会計』では，工場経営に肯定的に論じ

られ，いまアメリカのジョンソン＝キャプラン

の『失われた関連性』において管理に否定的に

論じられている。どういうわけか，後者は前者

に一言も触れていない。一世紀を経たこの「統

合」観の変化はどのように説明すればよいので

あろうか。それでは，本題に入っていきたい。

2. ジョンソン＝キャプランの「失われた関

連性」の検討一「統合」問題をどのよ

うに理解しているか――

前章では，ジョンソン＝キャプランをめぐる
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今日の管理会計論の現状を見てきたが，本章で

は，彼らの『失われた関連性』を詳細に検討す

ることによって，彼らがそこで何を問題とした

のか，つまり彼らのいう関連性とはそもそも何

が何から関連性を失ったというのか，さらに何

をもって（何を契機として）関連性が失われた

と主張しようとしているのか，などを明らかに

しようと思う。

(1) 19世紀及び20世紀10年代までの企業形

態とそこでの管理会計システムの特徴

『失われた関連性』は，内容のうえで大きくふ

たつに分けることができる。第2章から第5章

までは19世紀初頭から1920年代までの管理会計

の歴史的分析を行い，第7章から第11章までは

主に1980年代前半における世界的な経済競争状

況における管理会計の現状把握を行い，さらに

将来的な管理会計システムのあり方，より正確

に言えば，将来的な管理会計システムを展望す

る場合に参考となる概念的指針を探求しようと

している。そしてこの歴史分析と現状認識を結

びつける役割を持つのが，「原価管理から原価会

計へ：失われた関連性」と題された第6章であ

る。結論を先取りしていうことになるが，とり

わけ原価計算研究方法における「統合」問題の

意味内容を明らかにする観点からは，第6章に

焦点が当てられることになる。ゆえに本章では，

第6章を中心に検討を加え，必要なかぎりにお

いて他の章での史実関係の詳細な分析を紹介す

ることにしよう (1)。

『失われた関連性』の前半の歴史的分析を大筋

を要約して示せば，次のようになろう。まず，

(1) 本章では，ジョンソン＝キャプランの『失われた

関連性』の歴史的分析を行った前半部分を紹介する。

彼らの論理の道筋をできるだけ忠実に跡付けてい

きたい。

第 56巻第5・6号

19世紀初頭から20世紀の20年代までを，企業形

態をメルクマールにして 4つの時期に区分して

いる。

(1) 19世紀［一般的に単一の経済活動企業

（織物工業，鉄鋼業，鉄道業，大量流通

業）］

(2) 1880-1910年代［金属加工業などに見

られた端緒的な異種の製品ラインと複

雑な工程を持つ企業］

(3) 20世紀初頭［垂直的統合企業］

(4) 1920年代［事業部制企業］

以上4つの時代区分である。そして，これら

の企業形態が必要とした会計情報のタイプ，も

しくは採用した管理会計システムをそれぞれに

対応させている。以下，「統合」問題への彼らの

考え方を明らかにするために，かれらの叙述に

そって 4つの時期の特徴を浮かび上がらせなが

らそれぞれ要約しよう。

19世紀において，製造企業は，一つの生産段

階からつぎの生産段階への原材料の転換直接コ

ストを必要とし，鉄道輸送業ではトンマイル当

たりコスト，大量流通業では在庫回転率を必要

とした。これらの新しい原価・比率情報は，そ

れぞれの業種において，内部的に管理されたエ

程での資源消費の効率を判断する場合の基準と

なった。このことは，単一活動企業が，複数の

加工工程の内部化に利益機会をもとめ，そのエ

程を評価しようとする結果であった(2)。そして，

かかる指標において，積極的な成果（すなわち，

コスト引き下げや回転率の引き上げ）を達成で

きれば，そのことが企業の全体的な利益性を保

証することになったのであった。その保証の道

筋を確認しようとする意識もなかったし，確認

(2) Johnson, H. T. and R. S. Kaplan[1987, pp.19-
20, pp. 42-43]. 
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しようともそのための方法もなかったのであろう。

さらに，この時代の企業に特徴的なことは，

物的資産への体系的な追跡がなされていず，資

本投下を計画・管理するための用意がなかった

という事情である。単一活動形態であること，

および国内市場拡大の可能性が不確実性を減少

させ得たために，すべての投資意思決定を「自

製か外注か」の意思決定に還元することができ

た(3)。後述するように，資産会計システムを持

ち，投資の利益率を計算した20世紀企業とは異

なり， 19世紀企業は活動コストとの関連で純利

益を評価しようとしたのである。

19世紀も末になると，これまで準備されてき

た加工コスト情報では，複雑な機械加工金属製

品を大量生産する企業の管理要求に応えられな

くなってきた。ちなみに，機械加工産業では，

これまで工場内の日々の監督は内部請負人に任

されており，企業経営者は工場内の事情，とり

わけコスト・能率については何の知識もなかっ

たし，必要とされなかった。しかし， 1870年代

の不況期のなかで，過剰能力に苦しんだ企業家

は，この内部請負のシステムを排除しようとし，

19世紀の織物業・鉄鋼業が必要とした加工コス

ト情報だけでなく，とりわけ先駆的な企業家ら

は，実際に消費した材料や労務費を累積させて

いくシステムを設計するだけではなくて，材料

費・労務費の「標準」比率を予定計算するよう

になってきたのである叫これは，時間研究・動

作研究に基づく課業設定を本質とする F.W.テ

イラーらの科学的管理法に強い影響を受けたも

のであり，「標準」情報を用いて工程の潜在的な

能率向上を図り，作業の流れを計画しようとす

るものであった。つづいてロングミュアーのよ

(3) Ibid., p. 43. 
(4) Ibid., p. 49. 

うに，実際原価のコントロールのために材料・

労働の標準を用いたり，さらには H.エマーソ

ンや G.C.ハリソンのように標準原価差異分析

のための近代的システムを公刊するものも現わ

れた(5)。他方，エンジニアとは異なり，会計担当

者らはこの標準原価を棚卸資産評価の単純化の

ために用いることを意図し（標準原価情報の財

務会計との「統合」問題は，第二次大戦まで受

け入れられなかった），標準と実際の差異を公表

財務諸表のなかでいかに分類するかに関心をも

った(6)。ジョンソン＝キャプランは，ェンジニア

と会計担当者のそれぞれが持つ関心，及びそれ

ぞれがはたす役割・機能について明確に区別し

ている。この点は，『失われた関連性』に一貫し

た分析上の基本的立場である。そもそも，リト

ルトンを初めとする従来の会計史家の多くは，

この区別を意識せず，会計担当者の関心のみか

ら捉えられた会計の歴史を叙述してきた。ゆえ

に，本書の第6章において， リトルトンらの伝

統的会計史観がこの視点から批判されることに

なる。

注意しなければならないことは，テイラーや

エマーソンにとって，コスト情報を収集する目

的はあくまでも企業の生産工程の能率の評価で

あり，組織全体の業績の評価ではないというこ

とである。比較的同種類の製品ラインとわずか

な工程を持つ産業であれば，工程内部での高能

率の達成が企業全体の利益性を保証するであろ

うが，異種の製品ラインと複雑な工程を持つ金

属加工業のような産業では，生み出される製品

は様々な比率で基礎的な生産工程を通過するの

で，その製品化のコストの差を明らかにするの

でなければ，能率の監視を初め，企業全体の利

(5) Ibid., p. 50. ff. 
(6) Ibid., p. 51. 
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益性の評価にも利用することはできない。これ

こそ金属加工業において，A.H.チャーチが直面

した問題であった。そこで，チャーチは，それ

ぞれの工程における業績を企業の全体的な利益

性と結びつけようとする新しい製品原価計算シ

ステムを開発したのである。金属加工業のエン

ジニアと管理の専門家たちは， 19世紀企業に一

般的であった内部プロセスの能率評価・統制と

いう役割に加えて，企業の全体的利益性の評価

という新しい課題を原価計算に与えることにな

った叫

ジョンソン＝キャプランは，チャーチの提唱

するシステムを具体的に数値例をもって説明し

ているわけではないが，その基本的な特徴及び

限界を次のように捉えている。上述のように，

あらゆる分析的努力を企業の活動目的に結びつ

けようとする工夫こそが，チャーチの製品原価

計算システムである。生産において発生したす

べての費用を配賦する完全なシステムが必要で

あるのである。そのシステムのもとで，個々の

注文ごとに，素価・間接工場費・販売費及び一

般管理費が集計され，完成され配送されるすべ

て注文について，これらの費目が総計され販売

価格と対置されるとき，損益勘定の純利益に対

応する差額を示すのである(8)。金属加工業に特

徴的なことは，上述のように，多様な製品系列

が様々な比率で工場の資源を消費する状況にあ

った。かかるときに，財務会計担当者が棚卸資

産原価の計算においてよくやるように，平均化

された原価情報をもたらす間接費の配賦手続き

は管理目的にとっては何の役にも立たないと主

張する (9)。要するにチャーチは，製品原価情報と

(7) Ibid., p. 52. 
(8) Ibid., pp. 52-53. 
(9) Ibid., p. 53. 
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いうものは，その製品を製造するために用いら

れた真実の資源を明らかにするものでなければ

ならないというのである(10)。さらに，間接費と

は，究極的には生産に関わる無数の要素の原価

であるし，そうであればその各々が，製品に跡

付けられるべきであるというのがチャーチの基

本的な考え方である。ジョンソン＝キャプラン

は，『失われた関連性』においてチャーチのこの

ような考え方をきわめて強調し，さらに，それ

を管理会計システム設計のコスト面での障害が

無くなった現在において敷術し，話題の活動基

準原価計算mゃチャージバックシステム(12)と

いう新しい原価計算方法へと展開している（こ

の点については後述する）。しかし，チャーチ

は，彼の理論的構想とは異なり，実践上は機械

を中心とした生産中心点へと工場を分割・設置

し，それを通じて間接費を製品に配賦したので

ある。ちなみに，チャーチは間接費を工場間接

費と販売費・一般管理費とに識別するよう強調

しているが，製品原価を計算するときにはすべ

てを含めてしまうのである。当時のエンジニア

も，初めはチャーチほどに精巧な原価計算シス

テムを構想したものはなかったが，彼らも次第

に，製品の利益性と企業の全体的利益を結びつ

ける製品原価見積もりを求めるようになってくる。

ジョンソン＝キャプランは，このチャーチと

同じような会計思考を持つ論者として，イギリ

ス織物工業の経営者である G.P.ノートンを位

置付けている。チャーチの場合と同様に，ジョ

(10) Ibid., p. 55. 
(11) 活動基準原価計算について， Berliner,C. and J. 
A. Brimson[l988, p. 237]では，「事業の重要な諸活
動についての財務及び業務上の業績情報の収集」と

して定義されている。

(12) Bruns, W. J. and R. S. Kaplan[1988, pp. 49-72] 
では，ウエアハウザー社の戦略的な製造間接費の配

賦方法として説明されている。
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ンソン＝キャプランはノートンの工業利益計算

のための勘定システムの構造(13)を示してはい

ないが， D.ソロモンズの研究成果(14)によりな

がら，そのシステムの特徴を次のように整理し

ている (15)。すなわち，原価記録は商業勘定から

は分離されていたが，取引価格（外部加工原価）

と内部加工原価が比較できるように原価が工程

に配分された。図表(1)に示すように，製造勘定

の第一の部分で，実際の売上と取引価格で評価

された仕事が比較され，期末棚卸高（取引価格

図表(1) ノートンの製造勘定と売買勘定

製造勘定

による）を調整後の貸借差額が仮にその仕事が

取引価格でなされていた場合に実現したであろ

うと思われる利益を示した。製造勘定の第二の

部分では，それぞれの工程の実際原価は取引価

格で評価された仕事と比較され，その差額が，

各工程の損益を示した（単純化のために，比較

の表は省略し，結果の部門的利益のみ立示し

た）。その額に，第一の部分の利益を加え，工程

に配賦されない費用を控除すれば，企業の純利

益がえられる。ジョンソン＝キャプランは，ノ
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(13) 山下勝治 [1950]におけるノートンの勘定分析を
参考にした。

(14) Solomons, D. [1952]参照。
(15) Johson, H. T. and R. S. Kaplan[1987, p. 56]. 
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ートンを「統合多重工程の織物会社の実績を，

もし企業の内部管理プロセスが市場交換を通じ

て調整されるならば獲得できたであろう利益と

比較するための会計方法を提示した(16)」と評価

しているのである。

さらに，ジョンソン＝キャプランは，ノート

ンが後の版で，取引価格にかえて標準原価の利

用を勧めていることや，彼が貸借対照表の作成

や利益決定の目的のために製品在庫を市場価格

で評価したことを取り上げ，彼のコスト・シス

テムが財務報告目的に役立てるために設計され

たものではないことに注視している (17)。従来の

原価計算発達史論においては，発展の一つのメ

ルクマールである「統合」のあり方を巡って議

論が進められてきたが，そこでは，商業勘定と

原価記録を分離させた原価会計システムを構想

したノートンは，上述の標準原価計算の先駆的

形態としての評価を除き，原価計算の発展の主

流の地位に位置付けられることはなかった。そ

の意味から当然に，文献のうえで初めて商業簿

記と原価記録を「統合」させたといわれるガル

ク＝フェルズの『工場会計』が，高く評価され

ることになったのである。

しかし，ジョンソン＝キャプランの「取引コ

ストアプローチ(18)」（この内容については，注

(18)を参照）による原価計算・管理会計の歴史

的分析においては，従来，近代的製品原価計算

を形成する財務報告目的の視点から評価されて

きたガルク＝フェルズの『工場会計』も，ほと

んど等閑に付されることになる。『失われた関連

性』の第6章で展開されているように，ジョン

ソン＝キャプランにとって，会計は20世紀の財

務報告に向けて容赦なくすすんだのでもないし，

(16) Ibid., p. 56. 
(17) Ibid., p. 57. 
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製造活動が会計の発展に投げかけた唯一の会計

問題が製品へのコスト配賦の要請でもなかっ

た(19)。リトルトンに代表される従来の会計研究

者は，自らの研究領域を会計担当者自身によっ

て書かれた公刊物に限定するという誤りを犯し

てしまった，と主張する。ジョンソン＝キャプ

ランがノートンを高く評価するのは，業種に相

違があるとはいえ，チャーチの精巧な製品原価

計算の会計思考に見られたように，個々の作業

工程（部門）の能率または利益性を積み上げて

いって，企業全体の利益性を明らかにできるシ

ステムを構想していたからである。次節で展開

されるように， 2つ以上の活動（例えば，製造・

流通・財務・購買など）を統合する複雑な産業

企業（垂直的統合企業と呼ばれる）では，能率

を監視するために利用されてきたコスト情報を，

企業の全体的利益性を評価するために用いるこ

とが管理会計システムの主な目的となってきた

と考えられたのである。その巨大な垂直的統合

(18) 今井・伊丹・小池[1982,p. 61]によれば，本来，
取引コストの理論は，階層組織生成の基礎理論であ

り，内部組織の経済学に固有の理論である。ジョン

ソン＝キャプランは，この方法を用いて，階層的組

織の生成と関連させながら管理会計システムの生

成発展を理論的に説明しようとしている。あらゆる

企業形態を，工程・活動の内部化の場面でその特徴

をとらえ，それぞれに相応しい管理会計システムを

対応させているのである。私は，ジョンソン＝キャ

プランの「取引コストアプローチ」を(1)利益機会，

(2)市場か組織か， (3)情報システムのコストの 3点

において捉えている。ちなみに， Cooper,D. J. and 
T. M. Hopper [1990, pp. 44-63]では，取引コスト
理論の特徴を次のように整理している。 1)市場・階

層組織の二極性， 2)取引が分析の基礎単位， 3)社会

関係の契約的表示，4)会社業績評価の基準としての

能率， 5)人間行動の必須条件としての機会主義。そ

して，市場・階層組織の二極性のそとにある代替物

は，分析から排除されるか，作用しないものとして

見捨てられると批判する。さらに、この理論では，

「企業＝節約体」として捉えられ，会計システムの

設計は，経済決定主義により，そこには経営者に会

計システム設計上の判断の余地はないことになる

と述べている。

(19) Johson, H. T. and R. S. Kaplan[l987, p.138]. 
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企業は，チャーチの製品原価計算もノートンの

原価計算システムも利用しなかった。それにか

えて，会社及び分権化単位における業績を投資

利益率(ROI)という共通の尺度で評価するシス

テムを導入したのである。

(2) 20世紀20年代までに展開された垂直的

統合企業と事業部制企業

1900年頃の合併運動から，市場における不確

実性を減少させるために， 2つ以上の活動を統

合し，資源，情報および報酬の共同利用とコン

トロールを達成しようとする大規模な企業が生

まれてくる。いわゆる川下，川上に複数の活動

を内部化していく垂直的統合企業が，それであ

る。 19世紀企業に見られた単一生産活動に関わ

る多重生産プロセスの内部化からさらに進んで，

購買や販売活動をも内部化することによって，

市場取引による以上の利益機会を得ることがで

きたのであった。企業活動の内部化は，当然に

リスクを伴うにしろ，潜在的にはそこに利益機

会を与える内部的交換を産み出すことができた

のである (20)。

しかし，市場における不確実性は減少させる

ことはできても，内部的交換には，また別の不

確実性が生じた(21)。垂直的統合企業は，これに

対して，中央本部と各部門の機能分担を進めた

一元的・集権的組織形態を採った。ここにおい

ては，上述の金属加工業以上に鮮明に，部分の

活動と全体利益との結び付きが問題として提起

されてくることになったのである。

統合企業にとって， 19世紀の企業が用いた能

率の尺度（単位当たりコスト，営業比率，在庫

回転率）を直接的に企業全体の利益性に関連付

けることは困難であった。ジョンソン＝キャプ

(20) Ibid., p. 62. 
(21) Ibid., p. 62. 
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ランは，チャーチらが用いたような多様な資源

の消費を製品へと跡付ける手続きは，情報処理

のコストが高過ぎたために採用されなかったと

考えている (22)。最高経営者等は，単一活動企業

での能率尺度を修正しつつ，単一活動企業内の

経営者のコントロールと動機付けを行うために，

予算システムと投資利益率 (ROI) を考案した。

予算は，原材料の調達から最終の顧客への販売

に至る内部的な資源フローを調整する役割をも

つものであり，他方， ROIは収益の投資に対す

る割合を明らかにするものであり，共に企業の

図表(2) Du PontのROI定式

(ROIに影響を与える諸要素の関連）

＊チャート化されていない繰延費用の少額を含む。
I 

〔出所〕 Johnson, H. T. and R. S. Kaplan (1987. P. 85〕

(22) Ibid., p. 64. 
(23) Ibid., pp. 64-65. 
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様々な部門の業績と企業全体の業績を比較分析

し，全体としての調和を図ろうとするものである(23)。

予算システムと ROIの利用は，思いがけない

ことに工場レベルでの作業効率や多くの活動を

結び付けることによる相乗効果をも越えて，「資

本の生産性，業績」 (24)にまで経営者の注意を向

けさせることになった。予算・ROIは内部的活

動の評価とコントロールを目的とするものであ

ったが，ここにいたっては，資本の効率的運用

こそ経営者が鋭意努めるべき役割となってしま

ったのである。前頁の図表(2)に当時のデュポン

社が用いた ROIのチャートが示してあるが，こ

こから読みとれることは， ROI指標が，貸借対

照表項目と損益計算書項目の両方を含んだもの

で，製造・販売・購買の 3つの機能的部門を横

断した資本の内部的能率である点である。当時，

生成しつつあった資産会計システムの支援を得

て初めて， ROIは管理会計の道具として利用可

能なものとなったことは注視しなければならな

い。ともかく，こうして，経営者は ROIを用い

ることによって，資本市場にかわって自らが資

源配分の意思決定をなしうるようになったので

ある。まさに， ROI指標は，「多重活動企業が，

ミニ資本市場として行動できるように，（製造・

流通で別々に開発された） 2つの業績尺度を結

び付けた(25)」のである。

ジョンソン＝キャプランは，デュポン社の

ROI報告システムを次のように整理している。

このシステムは， 19世紀企業が開発した単一活

動における能率情報を残しながら，様々な内部

活動の諸側面を資本の代替的用途と比較し，さ

らに，多様となった内部活動の調整コストに現

れる官僚制的問題を緩和することができる。企

(24) Ibid., p. 65. 
(25) Ibid., p. 86. 
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業規模の拡大は，人々のあいだのコミュニケー

ションを困難にさせ，企業での利益機会に関す

る情報の質を低下させ，それに伴って利益発見

の機会を見いだすコストを上昇させることにな

る。そこで，デュポン社の ROI報告システム

は，企業内での利益機会の発見コストを引き下

げることによって，複雑な事業組織の潜在的規

模を拡大したのである (26), と。

しかし，デュポンを初めジェネラル・モータ

ース (GM), シアーズ，スタンダード・オイル

など最もうまく運営されていた巨大な統合企業

は，第一次大戦後，新製品ラインを設け，新し

く多様な地理的な配置を考えたとき，それに伴

う内部活動の複雑さと経営者の下位目標追求

（つまり，所有者がもつ目標に対する経営者の

無関心）という二つの大きな困難に直面し

た(27)。技術革新が波及するなか，利益機会を求

めて新製品が開発され，企業経営管理はますま

す複雑になってくる。デュポンの場合において

も，戦前までは，火薬という一つの産業に一つ

の製品をもって達成されていた多重活動の効率

的統合を放棄しなければならなくなった(28)0 

いわゆる多角化に対処するために，上述の金

属加工業において開発されたような，多様な製

品ラインに消費資源と利益性を跡付けていく原

価計算システムを利用することも考えられた。

つまり，当該産業で開発されたチャーチの戦略

的原価計算システムによって，多角化を管理す

ることが十分考えられたのである。しかし，こ

こにおいてもその情報処理のコストの高さは，

多角化のうちに見いだされる利益機会を保証す

(26) Ibid., pp. 87-88. 
(27) Ibid., p. 94. 
(28) Ibid., pp. 95-96. 
(29) Ibid., pp. 96-97. 
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るにはあまりに高すぎると考えられた。実際に，

その多角化を管理する方法として巨大な統合企

業によって考えだされたのは，多事業部制組織

である (29)。そこでは，上級経営者が会社戦略の

設定の任務を持ち，下位経営者（事業部長）は

製品ラインまたは販売地域別の業務活動の調整

とコントロールに専心する。上級経営者は，全

社的な政策決定に集中し，会社の財務的目標と

事業部の業績を調整する役割を与えられること

になった。あたかも事業部制企業の各事業部門

は，独立した一個の統合企業として行動するも

のと思われた(30)0 

専ら全社的な資本効率を判定するために用い

られた統合的企業とは異なり，事業部制組織で

は，資本の効率的利用の責任を事業部管理者に

すべて委譲するために，その事業部の管理責任

を明確にする観点から ROI指標が用いられる

ことになった。 ROI指標により，上級経営者は

報酬もしくは懲罰を与えることによって，事業

部経営者に会社の財務目標に対して注意を向け

させることが可能となった。ジョンソン＝キャ

プランは， ROI情報によって，初期の事業部制

企業は，今日の資本市場と経営者市場が担う役

割と同じ役割を担うことができるようになった，

と述べている(31)。さらに彼らによれば， ROI指

標のような管理会計システムは，資本市場と経

営者市場よりもうまく，次のような仕事をこな

すことができたという (32)0 

①事業部経営者が利益志向の目標を求めるよ

うなインセンチブを与える。

②業績をその原因と結びつけ，内部監査を通

じてインセンチブを高める。

(30) Ibid., p. 97. 
(31) Ibid., p. 98. 
(32) Ibid., p. 98. 

③連続的かつ適応力ある仕方で，キャシュ・

フローを高い収益を得る用途へ配分するの

に役立つ監視と測定手続きを開発する。

要するに，事業部制企業の管理会計システム

は，事業部の管理者の行動をモニターし，懲戒

するための「内部的な擬似資本市場(quasi-

capital market) (33l」を提供しているのであり，

事業部制企業が資本市場・経営者市場を内部化

することによって生じる利得を管理会計システ

ムが明らかにすることになっているのである。

これによって，事業部制企業は成功を収めるこ

とができたのである。

さて，ジョンソン＝キャプランは，第6章の

なかでGMの多角化において種々の管理会計

システムが生み出されてくる事情を描きだして

いる。変動予算を初め市場価格に基づく振替価

格制度，総額ROI(減価償却控除前の ROI)及

びボーナス・インセンチブ・プラン等である。

これらについては，ここでは触れないことにす

る。しかし，それらはすべて，各事業部の活動

を全社的な目標に近付けようとする観点から生

み出されてきたことを一言述べておこう。

次節に移る前に，これまで述べてきたことを，

簡単に次頁の図表(3)にまとめておいた。

(3) 原価管理から原価会計へ：「関連性の喪

失」と「統合」問題の関わり

本節では，これまでジョンソン＝キャプラン

の叙述に従って行なってきた管理会計システム

の歴史分析の検討を踏まえて，『失われた関連

性』における「関連性」の内容，「関連性喪失」

の契機及びその意味について考察し，それらの

問題とこれまで原価計算研究の中心的課題であ

った「統合」問題とがどのように関わるのかを

(33) Ibid., p. 99. 
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図表(3) 企業形態と管理会計システム

期間 内部化の場面

19世紀 複数工程

（複数加工工程の内部化）

1880-1910 異種製品ラインと複雑な工程

20世紀初頭 複数工程・複数活動企業

（複数活動の内部化）

1920年代 複数工程・複数活動

異種製品ライン

（資本市場と経営者市場の

内部化）

明らかにしたい。そのことを通じて，ジョンソ

ン＝キャプランの管理会計研究方法の特徴を明

らかにする手ががりを得ることができるであろ

うし，さらに，次章において諸論者の原価計算・

管理会計研究方法を比較検討するなかで，彼ら

を正しく位置付けることができよう。

図表(3)から見て取れるように，今日用いられ

ている管理会計手法は， 1825年頃から1925年頃

までに，利益機会情報を得るために当時の階層

的企業のなかですでに開発されたものである。

図表には，すべて網羅してはいないが，労務費・

材料費・間接費に対する原価帳簿，現金•利益・

資本に対する予算，変動予算，売上予測，標準

原価，差異分析，振替価格および事業部業績尺

度などがそれである。しかし，ジョンソン＝キ

ャプランは，その後「GMやテュポンのような

巨大で発展した会社組織形態が次の半世紀の間，

多くの会社のモデルであることがわかって以来，

革新的管理会計システムを開発し続けようとす

るインセンチブはほとんど無くなった(34)」と判

断している。

彼らは，そこに管理情報における大きな変化

(34) Ibid., p.12. 

企業形態 管理会計システム

単一活動企業 単位当たりコスト

（・織物工業 加工直接コスト）

（・鉄鋼業 加工直接コスト）

(. 鉄道業 トンマイル当たりコスト）

（・流通業 在庫回転率）

金属加工業 チャーチ等の原価計算

（全体的利益性の評価）

垂直的統合企業 ROIと予算システム

事業部制企業 ROI利用法の変化

変動予算・ボーナス動機づ

けシステム・振替価格シス

テム

を見て取っている。つまり， 1920年代までは，

前2節においてみたように，管理者は本来，企

業経営において「基礎的工程，取引及び財務数

値を生む事象についての情報」に依拠していた

のであるが，それ以後の管理者は財務数値にの

み依拠するようになった， と捉えているのであ

る(35)。その原因について彼らは，全面的に分析

しているわけではないが，その部分的な要因と

して，公認会計士による棚卸資産原価の計算手

続き（貸借対照表上の棚卸在庫額の計算と損益

計算上の収益と対応される製造費用の計算）を

あげている（しかし，そうかといって他の要因

について言及しているわけではない）。今世紀に

入る頃から，資本市場，規制団体及び連邦所得

税当局は，それぞれの目的を達成するために，

会社に対して財務報告を強く求めるようになっ

てきた。とりわけ，公認会計士による監査済み

財務報告制度の確立は，これまでに運用されて

きた管理会計システムに対して大きな影響を与

えることになった。

ジョンソン＝キャプランは，公認会計士等の

要求を概ね次の 2点にまとめている (36)。一つ

(35) Ibid., pp. 125-126. 
(36) Ibid., p. 131. 
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は，監査済み財務報告における情報は，すべて

コスト勘定と財務勘定を「統合」した複式簿記

帳簿から作成されるべきことである。ここで，

「統合」とは彼らによれば，「期間費用にしろ，

期末資産にしろ，財務諸表に報告されたすべて

の金額は，記録された取引の歴史的原価に帰属

可能でなければならない」ということを意味し

ている。第二の点は，「統合」を達成することに

よって，棚卸資産原価は，客観的で，監査可能

で，保守的な額で評価されることである。これ

によって，棚卸資産原価の計算は期待利益や資

本からの配当を排除しなければならなかったの

である。こういった会計監査人の目的にとって，

1880年代以降，エンジニアによって開発されて

きた，戦略的ともいえる性格を備えている原価

計算システムは，あまりに複雑で，コスト効果

的でなかった。その意味で，棚卸資産原価の計

算は，製品コストを対応させるうえで安上りな

方法であった。

1880年から1910年にかけて金属加工業におい

て開発されてきた製造原価システムは，その時

までに，能率に関する情報や製品構成が全体的

利益性に与える情報を与えてきたが，かかる手

続きは，第一次大戦までに製造会計の実践や著

作から消え去ってしまった。公認会計士達が生

み出してきた棚卸資産原価の計算が，それに取

って代ったのであるが，その理由をジョンソ

ン＝キャプランは，コスト・ベニフィット分析

によって説明している。つまり，当時の情報処

理技術では多様な製品に資源を跡付けるのは高

くついたであろうし，製品構成を決定する高価

な情報コストは，最も高い利益性をもつ製品を

製造販売し，低いものを排除する意思決定から

(37) Ibid., p. 127. 

の利益に見合うものではなかった， と明確に述

べているのである (37)0 

しかし，情報処理コストが高すぎるとはいえ，

多様な製品を市場化することは可能である。実

際に，第一大戦後のエ作機械企業は実際コスト

システムを設けたし（もっとも，これは，全体

利益を個々の製品に跡付けるものではなく，集

計した間接費を直接労務費で配賦するものだ

が），巨大な統合企業は，能率•利益性について

の情報はもとより，事業部制を採用することに

よって製品の多角化に対応した事情はすでに見

てきた。要するに，ともに個々の製品系列ごと

に資源消費を跡付け，製品コストを算定する方

法を採ることはできなかったということになる。

そこでは，得られるべき利益が，追加的情報を

得るために要するコストに見合わなかったと考

えられているのである。企業というものは，実

態を捉えられない不正確な原価計算手続きによ

って利益を失うままであることはないのである。

そこで，ジョンソン＝キャプランは，一つの

疑問を提起する。「監査人や彼らが生み出した統

合した棚卸原価計算手続きが現れなかったなら

ば，管理者はどういう型のコスト情報を利用し

たのであろうか(38)」と。これに対して，ジョン

ソン＝キャプランは，大学教育に問題の一端が

あると言う。つまり，非関連である状況に，そ

のようなコスト情報を積極的に利用するように

管理者に勧めたのは，大学教育であると推測し

ている。というのは，第二次大戦以前に，会計

教育を受けた者は，管理会計ではなく近代財務

報告の訓練を受け，彼らは管理意思決定におけ

る主要な情報源として，財務会計データを利用

したのである，と言う。彼らは実際に，当時の

(38) Ibid., p. 133. 
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大学のテキスト（例えば，ペイトンやサンダー

スのそれ）を検討し，実質上， 1920年代のすべ

てのテキストが「対応 (attaching)」と「統合

(integration)」を原価会計担当者の取り組む

べき重要な考察事項と考えていること，及び棚

卸資産原価の計算が製造業における唯一の原価

計算の形態になっていることを発見してい

る(39)。第一次大戦後，経営者や会計担当者が製

造原価について語るときは，元帳の棚卸勘定か

らの原価情報に言及したのであった。エンジニ

アによる膨大な管理原価計算の手続きは，ほと

んど無視されていたのである。

ジョンソン＝キャプランは，上記の疑問にた

いするもうひとつの解を， 1930年代の会計史家

（リトルトン，ソロモンズ及びガーナー）による

文献に求めている。とりわけ，財務報告を原価

会計発展の主要な動因とするリトルトンの研究

方法に対して，疑問を投げ掛けている。「リトル

トンにとって，製造活動が会計の発展に投げ掛

けた唯一の問題は，製品へのコスト配賦であっ

た(40)」と捉える彼らは，リトルトンの方法は「会

計担当者が監査済みの財務報告のための情報を

収集する目的から用いた技術的記録手続きの観

点から原価会計史を説明(41)」していると批判し

ている。これまで展開してきた，彼らの歴史資

料の展開から，管理会計が財務会計に比較して

最近の現象であるとは言えないこと，及び原価

会計は財務報告プロセスによって惹起された必

要性を充たすために発展させられたのではない

こと，この二点においてリトルトンの原価会計

史の解釈は論駁されたものと考えている。その

場合に，ジョンソン＝キャプランは，リトルト

(39) Ibid., p. 137, p. 135. 
(40) Ibid., p. 138. 
(41) Ibid., p. 138. 

第 56 巻第 5• 6号

ンらが取り上げている19世紀末のアメリカの文

献は，見積りと価格決定のためのより正確な製

品原価計算を開発しようとしたエンジニアによ

って書かれたもの， という基本的な認識に基づ

いているのである。エンジニアは会計に関心が

なかったが，その正確な製品原価計算によって

企業管理に有用な情報を提供できたのである。

これらの展開は，彼らの管理会計の捉え方から

でてくるものであり，次章において原価計算研

究方法を検討するなかで，再度彼らの管理会計

の研究方法を取り上げ，その特徴と限界を明ら

かにしよう。

以上，ジョンソン＝キャプランの議論から明

らかになったことは，「関連性の喪失」とは，今

世紀に入ってから展開された財務諸表公開制度

のなかで，公認会計士によって提起された棚卸

資産原価の計算を契機に，原価計算・管理会計

システムがかつて企業経営のなかでもっていた

意思決定とコントロールの機能を失ってしまっ

たことを意味している。「関連性」は，つまり，

原価計算と複式簿記システムとの「統合」を契

機にして失われたということになる。「統合」問

題に対するこのような否定的な意味付けは，ジ

ョンソン＝キャプランに特徴的なものというこ

とができる。それは，彼らが原価勘定システム

の発展の契機を，つぎのように，つまり保有資

源からの利得に対する内部機会の評価，および

より高い収益を生む内部的工程と活動のコント

ロールに見いだしているからである。このよう

に会計的視点というよりも，ェンジニアの観点

からの管理会計研究のアプローチからすれば，

従来原価計算・管理会計の成立のメルクマール

の一つとされてきた「統合」問題は管理にとっ

てきわめて否定的に捉えられることになるのは

当然のことであろう。会計の本来的性格を理解
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せんがために，「統合」問題をめぐって原価計

算・管理会計史を整理するゆえんである。

最後に，次章での議論の参考のために，ジョ

ンソン＝キャプランの研究方法から捕捉した場

合，英米のそれぞれの原価会計と原価管理のあ

り方の相違がどのように現れるかについて，会

計監査人の地位と意識及び産業の組織化の状況

の二点において，図表(4)によって要約的に示し

ておいた(42)。これは，原価計算・管理会計史論

において懸案となっている問題（イギリスが産

業発展において，アメリカにたいして頭初リー

ドしていたにもかかわらず，原価・管理会計実

践においてはどうしてリードできなかったので

図表(4) 原価会計・原価管理のあり方の英米比較

①会計監査人の地位と意識

［イギリス］

●アメリカに比べ約50年ほど早く職業上の存在

を確立。

●第一次大戦後長い間，「統合」された勘定に関

心を示さなかった。

［アメリカ］

●公認会計士は，イギリスに約50年ほど遅れて

その地位を確立した。

●その後すぐ， 1900年頃，原価と財務勘定の「統

合」を進めた。

②産業の組織化の状況

［イギリス］

● 1920年代まで単一の生産工程に特化した。

●市場は複雑で効率的。

●市場価格が必要なすべての原価情報を提供す

るため，中間生産物の原価研究のために会計

記録を必要としない。

［アメリカ］

●同一企業組織内に，いくつかの工程・活動を

統合。

●一つの管理体制のもとに， 2つ以上の工程・

活動を統合する傾向がある。

●中間的生産物の原価計算のために原価勘定を

必要とした。
"""""' 

〔出所〕 Johnson, H. T. and R. S. Kaplan日987,pp. 
141-144〕．

(42) Ibid., pp. 141-144. 
(43) Johnson, H. T. [1981, p. 516]. 

あろうか， という問題）に対して，彼らが与え

ている一つの解答であると考えることができる。

結論を先取りして言うならば，彼らは上記の問

題に対して，「産業が経済のなかで組織される方

法の差異(43)」によって，説明しようとしている

のである。

これによって，ジョンソン＝キャプランが，

「統合」問題をどのように捉えているかを理解

することができる。次章で「統合」問題を軸に

原価計算研究方法を考察するために，ここで彼

らの「統合」の捉え方の特徴を整理しておこう。

まず，彼らは，「統合」をその研究方法から導き

出される管理的視点から財務的なものとして問

題にしようとしている。アメリカでは，利益機

会を求めて工程・活動の内部化をすすめ，さら

に事業部制を採用し，一つの管理体制のもとに

それぞれ複数の工程・活動・製品を統合した企

業構造を作りあげたが，そこでの中間生産物の

原価計算に原価勘定を必要とした。この原価勘

定を公認会計士たちが財務勘定に「統合」する

ことになる。これは，原価を製品に跡付けるた

めの，安上りの方法であった。情報コストが高

すぎたために，チャーチらの精密な製品原価計

算は，棚卸資産原価の計算による便益に見合う

ものではなかった， というのが彼らの論理であ

る。要するに，ジョンソン＝キャプランは，管

理のためのコスト勘定の存在を契機として，そ

の立場から財務的にのみ「統合」問題を理解す

ることになっているのである。従来，原価計算

発達史において，標準原価計算や予算統制（企

業予算）が重要な位置を与えられてきたことは

周知のことであるが，ジョンソン＝キャプラン

の「統合」観からは，予算の問題は概ね不問に

付されてしまうことになる。逆に，このことは

予算システムが「統合」問題と密接に関わって
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いることを明らかにしている。（予算システムと

「統合」問題とのかかわりについては，アメリ

カでの事例をフォローしながら次稿で検討する

予定である）。この点にかかわって，いまここで

全面的に展開することはできないが，アメリカ

における不動費処理をめぐる問題提起から「統

合」問題を統一的に説明しようとする方法は，

逆に彼らの企業予算への視点をよく表している

ものと思われる（敷田論文 [1956]参照）。

のちの議論との関連から言えば，彼らの管理

会計の方法を次のように特徴付けることができ

る。つまり，彼らの方法は，「統合」以前の一般

的な会計的管理の方法である二元的構造，要す

るに場所的，空間的な補助簿を用いた管理計

算・記録と商（的工）業簿記的な期間損益計算

との二元的構造から，原価計算と簿記機構との

「統合」問題を省略して，一気に精密な原価計

算を行うことによって，個々の消費資源の能率

計算を製品を通して企業全体の利益計算にまで

結びつけようとする方法であるということがで

きる (44)。しかし，そのような方法からは，英国

批判会計学派のなかの一部の論者が指摘してい

るように，ガルク＝フェルズが描きだしたよう

な「工場会計システム」による労働者統制の遂

行という事態を無視してしまうことになるし，

ひいては原価計算・管理会計の社会的・歴史的

な性格を曖昧なものにしてしまう恐れがあろう。

とりわけ，アメリカで公認会計士制度が一つ

の社会的制度となってきた意味や，資本市場の

発展を契機に，公認会計士が株式会社制度を支

える役割をもって登場してくる意味を無視して

しまうことにはならないであろうか。それとも，

「統合」問題を展開する主体は，たまたま公認

(44) 西村明 [1983,pp. 196-198]。

第 56巻第5・6号

会計士であったが，その他の当事者であっても

事情は変わらないとでもいうのであろうか。彼

らの視点からイギリスを見れば，会計監査人が

「統合」問題に関心を持たなかったのは，組織

構造が簡単で，製造企業の取引のすべては市場

取引であるため，一般元帳からの情報で監査財

務報告書を作成できた，とされる。管理のため

に原価勘定が存在したから「統合」がなされ，

その勘定がなかったから「統合」がなされなか

ったというのでは，あまりに一面的すぎないで

あろうか。そもそも，ジョンソン＝キャプラン

では触れられることのなかった，ガルク＝フェ

ルズの『工場会計』における「統合」問題をど

のように捉えたらよいのであろうか。私の問題

意識からすれば，「統合」問題は，単なる管理的

視点からのみでなく，広く当時の社会的経済的

状況において，原価•利益を巡る労資間の諸問

題（賃金問題，利益の分配問題等），株式会社制

度，会計監査（公認会計士）制度等との関連に

おいて明らかにされねばならないということに

なろう。

次節では，彼らの「統合」観の特質をはっき

りと浮かび上がらせるために，これまでの原価

計算・管理会計史の研究成果を簡単に整理して

おこう。そして，その後に，とりわけジョンソ

ン＝キャプランが批判の対象としたリトルトン

教授の「統合」観を議論の基軸に据え，両者の

所説を比較検討するなかで，「統合」問題の意味

を明らかにしていきたいと思う。

3. 「統合」問題と原価計算研究の方法

1) 「統合」観の相違と研究方法

近代工業会計制度の成立の一つの指標とされ

てきた原価帳簿と商業簿記との「統合」問題は，
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これまでも多くの論者によって取り上げられて

きたが，その意味内容が論じられる以前に，所

与のものと前提されてきたように思われる。こ

こでは，原価計算・管理会計史研究の方法に注

目しながら，論者の所説を整理し，「統合」問題

がこれまでどのように位置付けられ，歴史的に

評価されてきたのかを見ることにしたい。

近代工業会計制度成立のメルクマールを「統

合」と間接費計算に求めたリトルトンの見解は，

まず，日本において，木村和三郎教授が固定資

本＝間接費の側面から理解されたのに対して，

宮上一男教授は生産関係＝独占の側面から理解

され，相互に意見は対立してきた呪これに対し

て，辻厚生教授は，この二つの対立点を明確に

し，さらにリトルトンの所説そのものに拘泥し

て，すなわち「統合」問題にこだわって原価計

算発達史を論じているところに誤りがあると考

えられて，自らアメリカ原価計算・管理会計制

度の実証的分析（管理範疇の易り出から，標準原

価計算・予算制度の分析に至る）に着手され

た(2)。原価計算発達史研究に関しては，その通り

であり，「統合」といった一定の既成の概念に拘

泥して自らの理論展開を狭くすることはない。

しかし，さしあたり我々の目的は，「統合」の意

味内容の解明であり，それによってジョンソ

ン＝キャプランの研究方法の特徴を明らかにす

ることである。それには，そもそも議論の原点

となっているリトルトンの所説に立ち帰ってみ

る必要があろう。

(1) 木村和三郎[1943],宮上一男 [1952]参照。
(2) 辻厚生 [1971]参照。辻教授は，原価計算研究方
法を論じるときには，「統合」に拘泥するのを誤りと

されるが，しかしながら，アメリカの予算制度の生

成•発展過程の分析においては，教授はやはり「統
合」問題にこだわりつづけていると私は思う。もっ

ともこの段階での「統合」は標準原価による能率計

算と工業会計との「統合」であり，かつての「統合」と

は異なるのではあるが。

リトルトンによれば，原価計算は家内生産制

度から産業革命を経て，生産が企業家の指揮の

もとに置かれる工場制度のもとにおいて初めて

要請される。つまり産業競争のもとで，企業家

は生産物の原価算定に関心をもち，それをもっ

て真正利潤を算定し，販売価格を決定しようと

する。工場制度の形成に伴う固定設備の増大は，

一方でその維持費，管理費，すなわち間接費の

増加を引き起こし，固定資本会計の拡大と費用

分析を要請する。激烈なる自由競争に打ち勝つ

ために，単位生産力の増進•生産における無駄

と不利益の排除を徹底することが当時の最大の

課題であった。その意味で，原価計算は産業革

命の一つの産物であったわけである (3)0 

リトルトンは，エ企業の会計がほぼ体系を整

えるに至ったのは19世紀の最後の 4半世紀，こ

とに最後の15年間であるとして，ガルク・フェ

ルズ，ノートン，ルイスの三人の著者をあげ，

とりわけその近代原価計算制度のメルクマール

として原価帳簿と財務簿記との「統合」のあり

図表(5) 元帳勘定における原価の流れ

賃銀

' 

〔出所〕 Littleton, A. C. 〔1933.p.349〕．

(3) Littleton, A. C. [1933, p. 321] (訳書438ページ）。
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方と，間接費の取り扱い方の 2点について論説

している。「統合」について，ガルク・フェルズ

は次のように述べている。「工場帳簿は，広く考

えられているように，必ずしも貸借均衡する必

要のない単なるメモ帳として考えられるべきで

はない。これらの帳簿は，材料倉庫や製品倉庫

で記入されている元帳や帳簿における残高を包

含する一般元帳から貸借対照表を作成すること

の利点が犠牲にされないように，会計事務所

(counting-house)の帳簿と統合されるべきで

ある叫」図表(5)に示したように，「統合」によ

り，原材料・労働力などの原価要素が製品に変

化していくところの製造作業の流れに照応して，

価値の流れが元帳勘定に反映されることになる。

ところがリトルトンは，ガルク・フェルズが

簿記を，この価値の流れの勘定面での反映とい

う意味に論じていないと言い，さらにまた『エ

場会計』をまとめるに当たって，彼はこうした

理論的な思考を凝らした跡はほとんど見当たら

ないと考えている。リトルトンは，さらにガル

ク・フェルズの間接費の処理について，間接費

を事務所費 (establishmentcharge), 不変費

(standing charge), 工場費 (factorycharge) , 

工場一般費 (factorygeneral charge)など，ぁ

まりに詳細に区分したことが却って問題を不鮮

明にしたと評し，またそれらを元帳の上でどう

扱うべきか，その手続きが明らかにされていな

いと述べている見しかしながら，原価帳簿と財

務元帳勘定とを結び付け相互の照合を可能なら

しめたこと，原材料費と労務費とを支出に結合

させたことを「創造的業績」と評価し，「原価会

計の形成は複式記入原則にもとづく簿記の創造

にも比肩し得べき偉大な功績なりと言っても過

(4) Garcke, E. and J.M. Fells[1887, p. 9]. 

第 56 巻第 5• 6号

言でない(6)」と述べて，リトルトンは，間接費処

理における曖昧さにもかかわらず，ガルク・フ

ェルズを極めて高く評価している。

その場合，リトルトンが「工場簿記」 (factory

bookkeeping) と「原価会計」 (cost account-

ing)を区別したうえでガルク・フェルズの『エ

場会計』を捉えていることに注意しておく必要

がある。つまり，リトルトンがいう「工場簿記」

とは，「商業簿記の方法から工場原価の算定

(factory cost finding) に至る過渡時代を特徴

づける原材料及び労賃に関する比較的簡単な計

算」を指し，「原価会計」とは「原価割当 (cost

allocation)の簿記計算」を意味している。そこ

には， 19世紀の特色が，「簿記が工場制度と直接

結び付いて発展したことであり， 20世紀に見ら

れる特色は，さらに大量生産と結び付いて発展

したの」という基本的理解がある。従って，「エ

場簿記」から「原価会計」への発展という視点

において，その一翼を担ったガルク・フェルズ

が高く評価されることになる。ここから， リト

ルトンの積極的な「統合」観が生まれてくるわ

けである。

ところで， リトルトンは間接費の勘定処理が

曖昧であるにもかかわらず，なぜ高く評価した

のであろうか。この点について，次のように言

(5) Littleton, A. C. [1933, p. 352] (訳書479ページ）。
『工場会計』の該当する箇所を見ると，次のように

なっている。「検討中の事柄を処理する方法が多様

なために，間接費を配賦するある特定の要請に応じ

るために，特に前章で述べられた労務費と材料費を

記録する方法が固執されれば，原価計算のシステム

に適合した帳簿を採用するのに何等の困難もない

のだから， 1つ2つの欄を付け加えることによって

素原価元帳を複雑にするのが得策とは思われない。

多くの場合，素原価元帳の各勘定の終わりに間接工

場費や減価償却費の一定率を記入するだけで十分

であろう。」 (Garcke,E. and J.M. Fells[1887, • p. 
7] .) 
(6) Littleton, A. C. [1933, p. 359] (訳書487ページ）。
(7) Ibid., p. 322. (訳書440ページ）。
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及している。製造工程・交換過程における価値

の流れを元帳勘定に反映させうることが理解さ

れ， このことは，「『借方』『貸方』が資産・負債

の単なる増減概念として受け取られるに至った

ことと相まって，簿記の機能を高めた(8)」と位置

付けている。その結果，簿記は資料の科学的処

理のための「準統計的手段」となった。原材料・

労賃の製品（または仕事）への配賦，原材料残

高の原材料勘定での明示は，商業簿記にはなか

った記録とその分析を要請した。しかしながら，

「かかる要請に応ずる『簿記機構』を発展せし

めることは，それだけでも決して小さな仕事で

はなかった(9)」と述べている。要するに，ガル

ク・フェルズの評価において，我々がリトルト

ンから学びうるものは，間接費配賦計算の問題

よりも，原価帳簿と財務簿記との「統合」とい

うことに分析視点を定めて， 1880年代における

イギリス原価計算制度生成期の意味を究明して

いる点である。

一方，ジョンソン＝キャプランは，このリト

ルトンの考える「工場簿記」から「原価会計」

への発展を，否定的に捉える。彼らは，否定的

な「統合」観を持っているわけである。という

のは，棚卸資産原価の計算に示されるように，

原価配分を主要な機能とする原価会計は，保有

資源の内部的利益機会に関する評価やより高い

収益を生む内部工程や活動のコントロールには，

有用性を持たないからである。つまり，原価会

計は，彼らの考えている管理（意思決定と業績

評価）には役立たない。管理のために，消費資

源を可能なかぎり正確に製品に跡付けようとす

る。個々の部分の能率を全体的な利益性にまで

結びつけるためには，正確な製品原価の計算が

(8) Ibid., p. 486. (訳書486ページ）。
(9) Ibid., p. 487. (訳書487ページ）。

要請される。このような精緻な製品原価計算ヘ

の志向は，彼らの提唱する活動原価アプローチ

と呼ばれる原価計算方法にその特徴が現れてい

る。最近，この方法は，自動化された製造環境

のもとで機能する，コンピューター化されたラ

イフサイクル型原価計算の特質をもつ「活動基

底的会計 (activity-basedaccounting)」とし

て，より具体的に展開されている(10)。ここで詳

細を述べることはできないが，コスト発生要因

である（と同時に，利益機会の源泉でもある）

活動に対して，コストを集計し，それを媒介に

してコストを製品に跡付けようとするものであ

る。それは，市場志向的・利益志向的で戦略的

な原価計算方法であるといえる。

以上，「統合」観の相違から，ジョンソン＝キ

ャプラン， リトルトンの両教授の会計観と研究

方法の相違を明らかにしてきた。ジョンソン＝

キャプランの唱える，管理にとって否定的な「統

合」観からとってみれば，彼らの分析視点は，

これまでみられなかった独自の管理会計研究の

視点であると考えられる。誤解を恐れずに言え

ば，会計を持てば，企業の経営管理を誤ること

になるととられかねないのである。会計そのも

のの否定につながる恐れがある。

「統合」をめぐって，ジョンソン＝キャプラン

の研究方法の特徴を明らかにしてきたが，次節

では，さらに，「統合」問題の本質の解明のため

にリトルトンが取り上げ，自説の根拠としたガ

ルク＝フェルズの『工場会計』を分析の素材と

しよう。というのは，教授が唱える積極的な「統

合」観にしろ，その意味内容は何ら明らかにさ

(10) Cooper, R. and R. S. Kaplan[1988, pp. 96-103], 
Bruns, W. J. and R. S. Kaplan[1987, pp. 204-228], 
Berliner, C. and J. A. Brimson, [1988, pp. 6-8]参
照。
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れていないように思われるからである。私は，

ガルク＝フェルズが，当時直面した様々な問題

の中から「統合」問題の持つ意味内容を探り出

してみたいと思う。

2) 「統合」論とカルク＝フェルズ『工場会計』

（初版1887年）

(a) 『工場会計』システムの確立の必要性と

「公正な分配」「正しい利益」

まず，ガルク＝フェルズ(11)の『工場会計』

は，これまで工場に関する複雑な事柄を総括す

る仕組みが，全く経験的になされていたことを

批判し，製造業の帳簿は工業会計においても商

業会計と同じほどの正確性が獲得されるべきで

あること，さらに，工場に特殊な勘定で補完さ

れねばならないとして，商業会計の基本的原理

を工場の実践に適用することから論じはじめて

いる。

イギリス産業界では，原価計算は伝統的な秘

(11) ガルク＝フェルズの経歴を，次のソロモンズの論

稿により簡単に紹介しておこう。エミール・ガルク

(1856-1930)は電機技師であり， 1889年，電機技師
協会の会員となった。彼は1883年から1893年までブ
ラッシュ電機工業会社に携わり，同社社長および常

務取締役となった。1895年イギリス電鉄会社を創設
し，引き続き1929年まで同社社長を務める。そして
また約25年ほどの間，ノース・メトロポリタンとい
う電力会社の社長であった。彼は電鉄の草分けで，

一時は電鉄産業の約80社に携わっていたと言われ
ている。また，かれは1896年，電鉄関係企業の案内
書を創刊。 1901年には，電機関係の日刊誌を創刊し
た。また電車および軽便鉄道協会を設立，さらにロ

ンドン商工会議所の電機部門を設置した。原価計算

以外の彼の興味は，産業パートナーシップと哲学で

あった。他方，ジョン・マンジャー・フェルズは会

計士であった。彼は1884年から1889年まで，ブラッ
シュ電機工業会社の会計士兼補助事務員であり，そ

の間製塩組合に加わり，同社支配人となる。 1899
年，ロンドンで会計士を開業し，鉄道料金の権威と

なり，しばしば鉄道・運河委員会に持ち込まれた事

件に関して相談を受けた。 1914-1918年の戦争中は，
彼は戦時局の物品調査長の私的補佐官として働き，

当戦時局の原価計算委員会の会員となった。また，

彼は会計士・監査人合同協会の委員会の構成委員で

あり，また，原価および作業会計士協会の会員であ

った。 (Solomons,D. [1952, p. 35] .) 
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密主義のもとにおかれていた。ガルク＝フェル

ズの『工場会計』はこの秘密主義を打破するこ

とになった。彼らはその序文で，工場会計の諸

原則の必要性について次のように述べている。

工場制度の「起源・進歩・帰結は，全ての人々

の綿密な注意が必要」だが，依然として「わが

国の経済が組織的調査を待ち受けているのは異、

常」であった。つまり「過去の工場制度が後世

に何等の記録を残さなかった」ために，「近代エ

場制度の歴史研究が困難になっている」のであ

る(12)。そのため「思慮深い立法者を含む国民の

心にある願い，つまり，もののあらたな秩序は，

人々の健康および幸福の最小限度の犠牲を払っ

て導入されるべきであるとの願いは，今のとこ

ろ妨げられている(13)。」その原因は何か。当時，

企業家は，商業簿記の利点については十分理解

していたが，工場の会計においては，科学的検

証ができないようなもので満足していたからで

ある。そのような会計は単なるメモであった。

このなかで工場に関した複雑な事柄を総括する

仕組みが全く経験的に行われていたことは当然

であり，経験により総括され，工場会計の諸原

則は無視された。そこで，彼らは，製造業の帳

簿は工業会計においても商業会計と同じほどの

正確性が獲得され，さらに工場に特殊な勘定で

補完されねば，正確で信頼のおけるものとはな

らないと考え，商業会計の基本的原理を工場の

実践に適用しようとしたのである(14)。

ところで，本書は，当時注目されず，『アカウ

ンタント』誌上では，あまりに理論的で実践性

が無いとの評価がなされた(15)。工場会計は，ま

(12) Garcke, E. and J.M. Fells[1887, pp. 2-5]. 
(13) Ibid., pp. 3-4. 
(14) Ibid., pp. v-vi. 
(15) The Accountant, 5 May 1888, p. 278. 
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だ企業家の関心の対象ではなかった。しかしな

がら，イギリスの会計士達は，既に先駆的に財

務会計の問題として原価計算を当時問題にし始

めていたのである。『工場会計』刊行から 5年

後，同誌上に，マンチェスター勅許会計士協会

で行われたトーマス・プランプトンの講演が掲

載された(16)。これは，産業界を先導するために

必要な完全な原価システムの理解と実施に関す

る講演であった。当時，原価の計算を行ってい

た原価事務所 (costoffice)は，依然として職

業会計士にとっては「秘密の閉じられた部

屋(17)」であったし，また，公衆も会計士の役割

はたんに財務諸表を作成することだと考えてい

た。ゆえに会計士に関わる責任は，彼らの実践

の一部分に限定されていた。しかしながら，原

価はこれまでも記帳における一つの専門領域で

あったが，「事柄の進展と科学一般の発展と共

に，将来の勅許会計士の責務の中心的部分を形

成(18)」するであろうと語った。従って，この問

題には，依頼人の利益のために精力を注がねば

ならなかった。その結果，彼によれば，「勅許会

計士」の名は依頼人が会計を使って企業管理を

行う場合，能力を試す，信頼できる手段となる

と考えられた。さらに，「依頼人である企業が当

協会のメンバーの監督のもとにあれば，道徳上

の責任が彼ら会員達にかかり，達成可能な最高

の成果を与えるように，会計を指示することに

なろう (19)」と述べている。また，依頼人が通

常，監査という形での手助けを越えた，原価に

関する援助を求めていることを理解し，正しい

原価システムの必要性を次のように説明してい

(16) Plumton, T. [1982, pp. 267-271]. 

(17) Ibid., p. 268. 
(18) Ibid., p. 267. 
(19) Ibid., p. 267. 

る。「製造業者は，監査以上の援助を必要として

いる。彼らは原価における援助を必要としてい

る。僅かな価格の偏向が大きな契約を統制し，

方向付ける激しい競争が行われている今日，製

造企業をうまく管理していくためには，当然，

生産原価が正しく確定されねばならない。完全

で正しい原価システムがなければ，いかなる製

造企業もその繁栄を強く維持し得ないのであ

る(20)。」プランプトンは，多くの製造企業につい

ての豊富な実務経験から，製造業者等の要請を

当時の社会経済状況のうちに的確に把握し，「完

全で正しい原価システム」の導入の必要性を主

張した。原価計算を先駆的に財務会計の問題と

して捕捉し始めたという点において，彼はガル

ク＝フェルズと同じ立場にあったと言えよう。

プランプトンの講演から二年後，同誌の巻頭論

文は職業会計士と原価帳簿の関わりについて同

じような論調で言及している(21)。ガルク＝フェ

ルズやプランプトンらは，その時代が要請する

問題をより早く察知し，新たな分野を開拓しよ

うとしたのである。その意味で，彼らは先駆的

であった。

では，なぜ職業会計士等が原価帳簿に関心を

(20) Ibid., p. 267-268. 
(21) そこでは，次のように述べられている。「原価帳
簿の問題は，最近までほとんど職業会計士の注目を

引いたことのない問題であった。監査はもっばら財

務諸表に限られるべきこととされた。そして少なく

とも我々が扱う原価帳簿は，ほとんど会計固有の帳

簿から区別されていたため，当然それらは通常職業

人による監査の一部を構成しなかった。監査が企業

の財務帳簿に限定されるべきとする考えは，本来，

帳簿の検証が要請されることなる種類の企業の技

術に必然的に多少とも関連を持つ一連の行為に，会

計士が着手する役割を果たすことに失敗したか，ま

たは気が進まないところから生じている。従って，

実務では製造企業の財務帳簿は徐々に実務上，かつ

科学的長所を持つ極めて高度な状況まで向上して

いるが，原価帳簿は職業人による吟味という当然の

権利を奪われて，ただ相対的に原始的な水準に留ま

っている。」 (TheAccountant, 28 July 1894, pp. 
665-657.) 
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寄せねばならなくなったのであろうか。そして，

原価帳簿自体，そして原価帳簿と財務帳簿との

関連は，どのような影響を受けたのであろうか。

先駆的会計士らに共通に見られる特徴は，狭い

企業家的意識に囚われているだけでは，もはや

個別企業の経営をうまく遂行していくことがで

きず，体制の問題とも係わって，広くイギリス

社会全般を念頭に置かねばならない段階にまで

事態は進展していることを，自らの問題として

認識しているという点である。そして，その場

合に，特に『工場会計』システムに関した問題

が，彼らに代表される会計士によって捕捉され

始めたという点に我々の関心がある。完全な『エ

場会計』システムなくしては，企業を維持発展

させることは出来ず，破産を招くことは周知の

事実である。従って，競争が激化するなかで，

倒産が相次ぎ，失業者が町に溢れた1880年代の

イギリスにおいて，賢明な彼らが「製造業に従

事する人々の幸福」や「自分達を信頼する人々

の繁栄」を維持・増進させるために，一つの「秩

序」として『工場会計』システムの導入に注目

したことは頷けるのである。他方， 1866年の恐

慌を契機にして， 1870年代から80年代にかけて

本格的な株式会社が登場するにともない，企業

が公衆の資金に依存するという財務面における

新たな状況が生まれてきたことにも注目してお

かねばならない。この状況は職業会計士に新し

い問題を投げかけた。「その問題とは，公衆にい

かにして企業の実態を表すか(22)」ということで

あった。かかる状況のなかで，会計士は，イギ

リス資本主義がこれまで詐欺，不正，破産の結

果，株式会社制度において喪失した信頼性を回

復し，さらに勅許会計士制度の信頼性を高める

(22) Chapman, S. J. [1914, p. 620]. 
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ために，『工場会計』システムを導入しようとす

るのである。すなわち，『工場会計』システムの

導入は，従来整備されてきた財務公開・監査制

度を充実・強化し，イギリス資本主義発展の梃

とならねばならなかった。

他方，当時のイギリス資本主義において，「労

使の対立」が相当に顕著なものになっていたこ

とに注目しなければならない。社会における矛

盾が極めて顕著に現れるのは工場内部であり，

そこで惹起される諸問題を取り扱う場合に，労

働問題を不問に付すことはできなかったはずで

ある(23)。以下，労働問題に焦点を当て，「労使の

対立」のなかで『工場会計』システムがいかな

る機能・役割を担っていたのかを，明らかにし

ていこう。まず，公正な帳簿が従業員に及ぼす

道徳上の効果について，彼らは次のような関心

をもっていた。財務簿記に包摂された工場帳簿

は，整然とした帳簿システムとなった。材料・

製品の受払いを初め，労賃支払いに関する諸事

象を記録した。つまり，帳簿に示された諸結果

を正しいものとして受け入れるためには，うま

く組織された『工場会計』システムが必要とさ

れ，そのもとでは，「従業員は，自ら原価の正確

な記録の達成に貢献しており，消費時間，使用

(23) これまでガルク＝フェルズを論じる場合におい

て，労働問題はほとんど触れられることはなかっ

た。木村和三郎教授が『工場会計』を文献紹介の形で
とりあげたものが，数すくないものの一つであろ

う。そこには重要な指摘がなされている。「後代の

書物が，材料・材料費を取り上げているのに対し

て，工場における生産工程の基本的要素として『労

働の章』を最初においたことは注目すべきである。

初期の工場会計においては事物の本質が顕著に現

れていたということができるが，後代の研究家が何

故にこれを看過したのであるかは不審としなけれ

ばならない。」木村教授はガルク＝フェルズにおけ

る労働問題の位置付け，換言すれば，彼らがいかに

労働問題に関心をもっていたのかを，さらに研究す

べきことを示唆しておられるのである（木村和三郎
[1960])。
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材料の計算が適切かつ正確であると感じるであ

ろう (24)。」そして，帳簿記入方法に対して全般的

な信頼を生み，ストライキや賃金切り下げに際

し，従業員は公正で正確な原則に基づくものと

して，帳簿に示された結果を受け入れよう。企

業家は労働者を説得させるための手段として原

価帳簿を利用しようとする。換言すれば，企業

家が労働者に対して「公正な分配」を行ううえ

で，「公正な原則に基づいた正確な帳簿」が要請

されたのである。

「労使の対立」は賃金の支払い形態をめぐる議

論から始まる。特に「出来高制をめぐって労資

間に嘆かわしい見解の相違があった。」資本家

は，「出来高制度の採用から生じる経済的利点は

明らかである」といい，労働組合は「資本家は

鋭敏で頑強な作業者によって設定された標準を

基礎に，出来高賃率を設定するため」，弱小な

人々はその日の生活費を稼ぐために，望ましく

ない程度まで働かねばならない，という (25)。

1880年代に見られた産業構造と労使関係の変

容(26)は，労働者の組織化を促し，その結果，「労

使の対立」は顕著なものとなった。そのなかで，

資本家は「労使協調論」を説き，「労使の対立」

を先取りする形で労働者を包摂しようとする。

ガルク＝フェルズは，「労使協調論」について，

次のように述べている。「富の生産が，金銭上の

利害対立の激しい闘争を含む限り，国の経済状

(24) Garcke, E. and J.M. Fells [1887, p. 8]. 
(25) Ibid., pp. 142-143. 
(26) この1880年代という時期は，労使関係に極めて著
しい変化の見られた時期であった。 1850年代から
1870年代にかけ，綿工業に見られた，熟練の分解や
半熟練労働者による熟練労働者の代替，徒弟制の崩

壊といった現象が，機械工業などの重工業部門にも

および，それに対応する形で労務管理の問題がクロ

ーズアップされるようになった。企業の規模が大き

くなればなるほどに，それは組織的，包括的になら

ざるを得なかった（徳永重良 [1967,49ページ］）。

態を良くすることは期待できない。資本と労働

の能力は，共通目的をもたず，互いに協力する

二人の行為者を代表せず，共倒れの競争でその

カの多くを消耗すれば，全く損なわれてしまう

だろう。経験から，労資双方が自らの仕事を成

功させることに即時的・直接的利害を持つと感

じなければ，調和のとれた関係を導く希望はあ

り得ない(27)」と。

「労使協調」理念の表明に対して，彼らはその

具体的方策を「共同的産業」と「産業パートナ

ーシップ」に求めた。これは労働者に対して，

資本と労働とはあたかも相互の利害を同じくす

るものであるかのような幻想を抱かせるもので

あった。さらに，「従業員持株制」や「利潤分配

制」を唱えた(28)。かかる制度は，労働者の受け

取り分を企業の営業成績にリンクすることによ

って，また，労働者の眼を目前の利益に向けさ

せ，企業主義的な思考様式を植え付けることを

目的とした。かかる制度は試行されたが，労働

者の反論を受けた。労働者は反論の根拠を次の

ように語っている。「（従業員は）使用者の利益

について確認できず，また，会計帳簿の調査も

(27) Garcke, E. and J.M. Fells [1887, p. 147]. 
(28) 増地庸治教授は，利潤分配制とコパートナーシッ
プとの関連について次のように述べている。「英国

では屡々利潤分配制がCopartnershipと混同せら
れた。コパートナーシップというのは被傭者が雇傭

会社の株式を所有し，その代表者を重役に列せしめ

る制度であるが，これは一面労働者が株式を所有す

ることによって彼らの心理を変化せしめるものと

考えられ，他面被傭者代表の重役に加わることが労

資の利害協調を図る方法であると主張せられた。英

国では，コパートナーシップが1894年に始めて出現
した。即ち， SouthMetroplitan Gas Companyで
は1889年から利潤分配制を採用したが，現金で分配
することが却って浪費や弊害をもたらすことに鑑

みて，1894年以後は利潤分配制の半分を現金で支払
ぃ，残りの半分を会社の株式で支払うことにした。

この方法が成功して以来，英国のガス会社の間には

多くこれが採用せられた。」（増地庸治郎[1943,70 
ページ］）

-167-



経済学研究

なく，その金額を確かめる手段を持たない。調

停・裁定審議会が情報を要求する場合や結果が

調査人により審議官にだけ伝えられる場合でさ

ぇ，かかる調査は拒否されてきた(29)。」ここにお

いて，ガルク＝フェルズの『工場会計』システ

ムが要請されたのである。つまり，このシステ

ムを導入すれば，従業員が原価の正確な記録に

自ら貢献していると感じ，また会計帳簿の記録

方法が極めて信頼の置けるものであると信じる

ことができる。また，共同出資者間や利害の対

立する人々の間に利益を割り当てるための基準

を設ける会計帳簿の作成が，次第により詳細で

かつ正確でなければならず，『工場会計』システ

ムに基づくことにより，それが可能となると考

えられたわけである。

(b) 原価計算実践と原価帳簿の秘密性

これまで見てきたように，『工場会計』システ

ムは今や事業倒産や労働問題を媒介とした財務

的監査の側面から規定を受けていることに注目

(29) Garcke, E. and J.M. Fells [1887, pp.149-150] 
ところで，ガルク＝フェルズが注記において示して
いるように，裁定機関も労働者側の信頼を獲得でき
ない場合がある。つまり審議官の裁定が使用者側が
提出した検証の無い数字に基づいている場合であ
る。そこで，当時， W.オーエンは次の様な提案を
している。「労働者は，自らの熟練と労働が支えて
いる会社の状態に関する十分な情報を要求する権
利をもっている。労使双方の完全な組織を代表する
者達によって構成された産業審議会を設置するこ
とによって，これ（情報一引用者）は獲得され，産
業パートナー双方にとって別の多くの利点が得ら
れよう。労働者に信頼された指導者が，賃金引き下
げの試みとは別に独立して，そして以前から会社の
状態が改定を必要としていることを知っていたな
らば，多くの産業闘争は防止されていたであろう。」
さらに，この産業審議会の役割・機能について詳細
を述べている。「こういった産業審議会がうまく組
織され、機能するならば，賃金統制をより満足のい
く公平なものにするだけでなく，労働者の技術教育
を行うことにより最高の企業利益をもたらすこと
ができよう。そして，改良された生産方法•生産工
程についての能力が，これらの産業審議会において
育まれ利用されよう。」 (W.Owen[1885, pp. 149-
156])。

第 56 巻第 5• 6号

しておかねばならない。そこに，我々が問題と

する「統合」問題の解明のひとつの手掛かりが

あるように思われるからである。つまり，『工場

会計』システムが倒産や労働問題と係わって問

題にされるということ自体が，「統合」の意味内

容を解明するための枠組みを与えてくれている

のである。

そこで次に，我々はこの枠組みに関わりあい

ながらも，他方で，「統合」の具体的形態，つま

りどこで，どういう具合に「統合」が行われる

のかを詳細に検討しなければならない。そうし

て初めて，枠組みに規定された「統合」問題の

意味内容が明らかにされよう。しかしながら，

考察の順序として当時の原価帳簿の実情を見て

おかねばならない。これが捉えられなければ，

問題は依然明らかにされないであろう。なぜな

らば，「統合」がなされるためには原価帳簿は商

業帳簿に有機的に組み込まれる程度に整備され

ていなければならないからである。

さて，早くも18世紀の後半には，工場および

運輸施設へ投下された巨額の資本は，今日の生

産が直面している多くの問題を提起していた。

産業革命の中心産業である蒸気機関・織物機

械・鉄道設備等を製造する機械工業では，原価

を見積もり，買手に対して指値をすることが習

慣であった。つまり，契約後，その契約による

損益を算定し，また将来の見積もりに役立つ資

料を提供するために，契約に要する原価に関わ

る事項を詳細に記録しなければならなかった。

さらに，作業・契約に対する間接費の配賦，利

子の原価性のいかん，未完了状態にある契約の

利益計算の問題は，原価記録なくしては明確に

ならず，企業を存続・維持するうえで原価記録

は不可欠な問題となっていた(30)0 

鉄鋼業においても，そのことにかわりはなか
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った。とりわけ，原材料の十分な供給と賃金の

正しい支払いに対して強い要求が現れた。激し

い競争の日常化と共に，経営者達は「不況の時

期にどの程度まで価格を切り下げうるか，しか

もなお， どの程度まで『素価』を回収すること

が出来るかを知ること (31)」が要請されたのであ

る。また巨額の固定資本の存在は，確かに，固

定費を問題とするよう余儀なくさせた(32)。その

ような状況にあっては， どうしても正確な記録，

とりわけ原価記録が必要になってくる。特に企

業が競争に打ち勝っていくためには，そうであ

った。それだけにまた，原価記録は新しい生産

方法の採用と同様に企業の秘密とされたのであ

った。

それ以後， 19世紀の70年代に至るまで原価計

算文献がきわめて少なく，その間の事情は確か

められないが，それまでのほぼ60年間から70年

間は工場制度が急速に展開したことを想起する

ならば，原価帳簿は整備される方向にあったと

判断できよう。 70年代 ・80年代における状況は

多くの公刊文献が伝えている。例えば， F.H.カ

ーターの1874年の『実践簿記』の第二版には，

鉱山・砕石業等の原価帳簿システムが詳細に論

じられている (33)0 

ところで，そのような原価帳簿をもっていか

なる原価計算が行われたのであろうか。ガル

ク＝フェルズの『工場会計』が出版された時期

には多くの工場で素原価計算が行われていた。

つまり「賃金と材料の直接支出だけが原価を構

成するものと考えられた(34)。」その結果，賃金の

(30) Garner, S. P. [1954, p. 29] (訳書50-51ページ）。
(31) Ibid., pp. 28-29. (訳書49-50ページ）。
(32) Ibid., p. 29. (訳書50ページ）。
(33) 早川豊 [1974,191ページ］。
(34) Garcke, E. and J . M. Fells [1911, p. 88], [1922, 
p.114]. 

支払いに関連する事柄，例えば賃金制度，週ご

との賃率変更報告書，賃金領収書，時間事務所

と作業員の札(checks),欠勤簿，従業員の付け

る時間表，残業時間報告書，未払い賃金帳，人

物証明書，住所録などが問題とされ，労務費計

算を正確に行おうとする姿勢がうかがえる (35)0 

材料についても同様で，きわめて詳細に材料

の内部的移動を記帳・反映しようとしている。

組織的な工場帳簿システムのもとでは，外部的

証憑と同様，認定された内部的証憑によって記

帳することが要請されていた。以上の執拗なま

でに詳細な賃金・材料に関わる原価帳簿が，現

実の企業において実践されていたかはともかく

としても，ほぼこれに近いものは，少なくとも

主要な「健全な企業」においては採用されてい

たと考えられる。

ともかくも，ガルク＝フェルズの時期までに

は原価帳簿はほぼ整備され，原材料と賃金を中

心とした原価の計算が行われていたことは理解

されよう。しかしながら，依然として原価計算

が秘密のうちに行われていたことに注意しなけ

ればならない。すなわち，原価帳簿が「秘密の

閉じられた部屋」で記帳され，その秘密性が会

計士達によって打ち破られていくところに問題

がありそうに思われるからである。そこでわれ

われは，ガルク＝フェルズやプランプトンに代

表される先駆的会計士（ガルクは技術者兼企業

家）等が，改めて正確な原価帳簿，狭い意味で

の原価計算を越えて，原価会計，つまり財務会

計面への原価帳簿の包摂を問題としたかを考え

なければならない。

さて，商業簿記と原価簿記との「統合」問題

は確かに歴史的規定を受けたものであることは，

(35) Garcke, E. and J.M. Fells [1887, pp.16-44]. 
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多くの論者が指摘している通りであるが，この

問題自体の意味内容を解明するためには，まず

19世紀の具体的な現実過程に立ちかえらなけれ

ばならない。そうして初めて，当時の企業家・

会計士等が一体どういう状況に直面したときに

「統合」問題を自らの問題として認識し，いか

に具体化させてきたのかが明らかになるであろ

う。

原価帳簿は秘密であったが，財務帳簿はすで

に法律上の要請で公開規定を受けていた。 1870

年代までには，財務会計制度が整備されていた

事情を会社法を中心として簡単に振り返ってみ

よう (36)0 

19世紀に入ってからは，イギリス資本主義の

発展は， 18世紀の特許貿易会社に見られるよう

な特権としての会社設立ではなく，権利として

の会社設立の自由を要求した。そして，その過

渡的な形態として法の制限を乗り越え，法人格

なき会社を普及させた(37)。しかし，その法人格

なき会社は，国家的監督に服さず自由であった

ため，「不正行為と詐欺のための豊富な機会(38)」

を与えたのであった。法人格なき会社が法人格

を持つ会社と同等な法律上の諸権利を要求する

ようになっては， もはや国家的監督に服さざる

を得ないのであった。 1834年商業会社法， 1837

年特殊会社法により「開封勅許状によって法人

格なき会社に法人格を持つ会社の特権， とりわ

け社員の有限責任を認め，そのための要件とし

て公開が義務付けられた(39)」のである。法人格

なき会社を媒介にして，一般法と結び付いた公

開(40)は， 1844年株式会社登記法における会社設

(36) イギリス財務公開制度の綿密な分析については，
津守常弘[1973],西村明 [1977]を参照。
(37) 西村明 [1977,29ページ］。
(38) Todd, G. [1932, p. 51]. 
(39) 西村明 [1977,30ページ］。
(40) 西村明 [1977,29ページ］。

第 56 巻第 5• 6号

立の準則主義に対応するかたちで，「株主保護の

ための公開原則」として引き継がれた。会社の

支払い能力を示す資産負債表が債権者・株主に

提出されることが要求され，また，監査人が任

命され，監査報告を付した貸借対照表が登録さ

れることが規定された。監査人は貸借対照表が

「完全でかつ公正 (fulland fair)」であること

を株主総会で証明しなければならなかった。し

かし，「無限責任による債権者保護の論理」は固

執された(41)0 

さらに，こういった1844年法に見られた特徴

は， 1855年有限会社法において発展的に引き継

がれ，「『債権者保護の論理』は無限責任制によ

る保護の論理から，貸借対照表公開を媒介とす

る自己保護の論理に移行(42)」したのである。こ

れをうけ， 1856年一般会社法では，配当計算原

則，準備金設定規則，貸借対照表複記式記帳法

および監査規則などの著しく進んだ規定が盛り

込まれた。そして，その指導原理は，「公衆に対

し完全な情報を提供するという条件のもとで，

会社の設立および経営に当たって株主に完全な

自由を認める (43)」ことであった。

以上見てきたように，会社設立における準則

主義や有限責任制の導入が，会社法に規定され

ることは，株式会社・株主に「完全な自由」を

付与するものであった。しかし，それは会社の

利益と矛盾するものであった。ときに，周期的

恐慌の開始，それに伴う事業破産の続発は社会

的秩序を乱し，株式会社への不信を高めた。そ

こで，株式会社制度の信頼性を回復し，社会的

不安を解消するために，直接的な国家規制に代

わる近代的な公開制度が求められた(44)。そし

(41) 西村明 [1977,37ページ］。
(42) 西村明 [1977,39ページ］。
(43) 中島史雄 [1972,167-168ページ］。
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て，かかる「公開制度全体に対する必要から財

務諸表公開（公開制度のなかへの記録，計算の

組み入れ）は実現化(45)」したのである。それ

は，まさに「法としての公開制度を基底としな

がらも，公開内容（特に貸借対照表のあり方）

については公開者の主体を尊重する任意公開制

度(46)」であった。法としての公開制度を基底と

しながらも，「法から相対的に自立した会計・監

査制度」は，勅許会計士制度を発展させ，そこ

での監査技術の整備とともに財務諸表「公開」

の内容が問題となってきた。こうして， 1870年

代までに，財務会計制度の基礎が据えられたの

である。そして，この事実こそが，『工場会計』

システムは今や倒産や労働問題といった財務的

監査の側面から規定を受けているというこれま

での論述の結論の裏付けとなるであろう。企業

の秘密となったままの原価帳簿にも，会計士の

立場からの監査の眼が向けられたのは当然であ

った。さらに，先駆的会計士達は，原価帳簿に

とどまらず，早くも「統合」を問題とするので

ある。

先駆的会計士プランプトンは，原価帳簿を越

えて「統合」問題の一つのあり方を次のように

言及している。まず，上述したように，原価帳

簿は当時において企業秘密であった。この点に

ついて次のように述べている。「売買における疑

いなき競争は，原価事務所を別の部門にする。

シェーフィールドの町を例にとると，そこでは

大企業が立ち並び，鉄鋼の主な売買が行われて

いる。かかる業者にとって，自社の製品原価を

公開すること，すなわち原価事務所という『秘

密で閉ざされた部屋』を公開することは自殺行

(44) 津守常弘 [1973,159-160ページ］。
(45) 津守常弘 [1973,163ページ］。
(46) 西村明 [1977,44ページ］。

為であった(47)」

さらに前掲した論説(48)によれば，プランプト

ンが職業会計士から原価帳簿に関して最初に教

えを受けたのは30年前のことと述べているとこ

ろから判断するならば，指示を受けた時期は

1864年頃になる。この頃まで，帳簿は売上帳簿

と原価帳簿を共に包括するイタリア式システム

を使って記帳されていた(49)。それゆえに監査人

は売上帳簿と原価帳簿との両方を監査しなけれ

ばならなかった。そして，その当時，帳簿が完

全なまでに記帳されていたので，「真にうまく組

織された原価帳簿システム」は製造業界の帳簿

の一部分を形成したのであった(50)0 

ところが，イタリア式システムが普及するに

つれ，そのときは厄介なものと考えられていた

様々な区分け (dissections)が生じてきた。そ

して，売上帳簿と原価帳簿が分離されたのであ

る。その結果，製造業者は自ら原価計算の結果

と損益勘定とが一致しないことをしばしば悔や

んだ，と彼は述べている(51)。また，彼がシェー

フィールドの大企業から原価事務所の企画・設

置の依頼を受けたときの模様を，次のように伝

えている。「私は，秘密にするために，売上帳簿

と全く別個に分離させて複式記入原則による原

価計算システム (systemof costings)を設け

た。しかし，会計年度の終わりに原価帳簿は平

行して損益勘定を生み，それは売上帳簿にある

損益勘定の数字と一致する。そのことが原価帳

簿の絶対的な正確性を保証した(52)。」

以上見てきたように，すでに企業内部におい

(47) Plumpton, T. [1894, p. 990]. 
(48) Ibid., p. 900. 

(49) Ibid., p. 900. 
(50) Ibid., p. 900. 
(51) Ibid., p. 900. 
(52) Ibid., p. 900. 
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て「統合」が問題となっていることだけでなく，

原価帳簿の秘密性を保持するために，あえて原

価事務所を設置し，原価帳簿システムを売上帳

簿から分離させようとするのである。このよう

に，秘密のもとに「統合」は行われていたので

ある。つまり，企業家の計算としては，損益計

算における商業簿記と原価計算との「統合」は

すでに1860年代において行われていたのである。

しかし，原価帳簿は秘密であり，イギリスの当

時の財務諸表公開制度の動向にもかかわらず，

非公開の部分であった。

ここから，我々は，一つの結論を導き出すこ

とができよう。つまり，「統合」とは，原価計算

が会計上の利益計算に結び付けられて把握され

ることを意味している，ということである。原

価帳簿により利益計算の正確性を確保し，他方

で原価帳簿の正確性を保証しようとする。先駆

的会計士達が財務諸表公開制度の場でこれまで

秘密の領域にあった「統合」問題を論じようと

する意味はまさに「利益計算の正確性」の追及

にあったのではなかろうか。しかし，この正確

性は，実は公開財務諸表の正確性であり，公開

制度をめぐる資本諸関係に係わる制度上の正確

性である。つまり，株式会社制度や企業経営そ

のものの「健実性」・「信頼性」に関わる問題な

のである。これまでに確立してきた財務諸表公

開の「内容」を一層充実・補強させることで，

株式会社制度・勅許会計士制度の信頼性を回復

していこうとするところに「統合」問題が提起

されるひとつの主要な契機があったし，また，

ガルク＝フェルズの『工場会計』の存在の時代

的な意味あいがあったように思われる。

(c) 「統合問題」と棚卸資産原価

これまでのところで，財務的監査や労働問題

などを中心に，一応，「統合」問題の大まかな枠

第 56 巻第 5• 6号

組みについては捉えられてきた。しかし，その

具体的な「統合」の仕組み・システムについて

は，ほとんど触れてこなかった。つまり原価帳

簿が商業帳簿とどの部分でどういうかたちで

「統合」するのかという疑問は何ら解明されて

いないのである (53)。

そこでまず，「統合」システムの全容を浮彫り

にするために，「統合」システムの用いられてい

ない場合をバタースバイの著作(54)に求め，それ

とガルク＝フェルズにおける「統合」とを比較

対照して考察しよう。その場合に，棚卸資産の

計算および原価概念に考察の重点が置かれる。

先ずバタースバイの原価計算を詳細に検討して

おきたい。

バタースバイの原価•利益計算方法において

は，大きく二つの帳簿組織が見られる。営業元

帳と原価帳簿が，それである。そのうち原価帳

簿は二種類あり，原価元帳と秘密原価元帳に分

けられる。原価帳簿には，補助簿において記録

された各契約仕事別の材料・賃金が，その合計

(53) 松本雅男教授は，ガルク＝フェルズにおいては，
生産された製品の製造原価計算と販売される製品

の総原価計算が明確に区別されている点に注目し，

彼らが従来の原価計算になかった一つの新しい原

価計算論を打ち立てたと評価している。この辺の事

情と関わって「アカウンタント』誌は，次のように

伝えている。「製造費用は，当然，工場の産出物に

応じて変化する。ところが，流通費用(Expensesof 
distribution) は工場の産出物に応じてではなく製
品倉庫の産出物に応じて変化する。すなわち，前者

の一単位は生産の単位であり，後者の一単位は販売

の単位である。実際，在庫がないかまたは在庫が実

際上一定である限り，計算を誤った単位に華づかせ

るといった根本的な誤謬は無視できる要素を表す

にちがいない。しかし，在庫がかなり変動し，時に

はそれが極めて低いときでさえ，誤りは損失をもた

らす結果となるほど重要である。」(CostAccounts, 
The Accountant, Sept. 3 1904, p. 230.)松本教授
はガルク＝フェルズが彼らの原価計算理論を展開

した背景には，以上述べたような経済地盤の変化が

潜んでいたことを認めるのである。松本雅男

[1943]。
(54) バタースバイについては，山下勝治 [1950]を参

照した。
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額で転記される。そこでは原価計算が製造部門

（例えば動カ・作業・鍛冶等の部門）別に実施

される。この結果が秘密原価元帳に転記され，

そしてそこで間接費（バタースバイの場合，間

接費は維持費・製造経費・営業費から構成され

ている）の配賦と共に，販売価格の設定，販売

利益の計算がおこなわれる。

さて，営業利益の計算のほうに眼を移すと，

そこにはいわゆる商品勘定に相当する機械勘定

が設けられ，ここで利益が残高としてででくる。

借方項目には，鋳物勘定から振り替えられた材

料鋳物原価をはじめ，原価元帳において計算さ

れた製造諸部門の直接原価，減価償却費勘定と

その他の経費勘定から振り替えられた減価償却

費およびその他の経費がある。貸方項目には，

売上帳簿から振り替えられた売上高，それに棚

卸高が記録される。ここで注意すべきことは，

棚卸資産高がどのようにして確定されたのかが

不明な点である。棚卸資産高が原価計算に依拠

して算定されていないことは，バタースバイ自

身の言葉によって確認される。つまり同種類の

機械が継続して製造される場合には，臨時的原

価 (occasionalcost)のみを記録すれば足りる

と述べているからである。

木村・小島教授が指摘されるように(55), いわ

ゆる，こういった「商的工業簿記」においては，

棚卸資産原価の計算は原価計算によらず，実地

棚卸しによる見積もりであるため，会計年度末

になって初めて製品の製造原価，期末仕掛品の

原価が導出されることになる。また，その原価

の計算も不正確になりがちで，利益も正確な原

価をもって計算される場合に比べ，過大または

過小に計算されよう。また，山下勝治教授は，

(55) 木村和三郎・小島小佐男 [1970,38ページ］。

バタースバイを評して次のように述べておられ

る。「バタースバイによる工業利潤計算の方法

は，根本的には，商業簿記ないし営業簿記体系

のもとにおける商品売買損益計算の方法を採る

ものであり，製造過程の記録としての原価計算

は部分的にこれを採り入れたと言うがごとき形

態を採る (56)」と。

さて，これに関わって，原価概念に関して少

し検討しよう。秘密原価元帳において間接費の

配賦，販売価格および販売利益の計算が行われ

ていたことはすでに言及したが，そこにおいて，

同一機械を継続して製造する場合には，臨時的

原価の記録で足りると考えているところから判

断すると，秘密原価元帳での配賦・計算は，新

たな注文品の価格決定のためになされていたと

予想される。かりに今，そこでの原価概念を「価

格決定のための原価概念」と呼ぶことにしよう。

そこで，貸借対照表の棚卸資産原価の計算に，

かかる原価概念がそのまま用いられているかと

いえばそうではない。棚卸資産原価のための原

価計算は実施されず，ただ実地棚卸しが行われ

ているにすぎない。その結果，棚卸資産原価の

(56) 山下勝治 [1950,237ページ］。さらに山下教授
は，損益計算の視点からバタースバイを次のように

位置付けておられる。「（バタースバイの工業利潤計

算の方法は）体系的な工業利潤計算制度確立への一

歩前にある過程的な工業会計のあり方を示したも

のであり，組織的な工業利潤計算制度への先駆形態

として重要な意義をもつ」といわれる。ちなみに，

教授はガルク＝フェルズ『工場会計』を評価して次

のように述べておられる。まず教授は損益計算制度

の展開の視点から，『工場会計』において初めて「複

式簿記の工場形態への適応が完成され，組織的な工

業利潤計算の方法が確立」したと述べられ，さら

に，「其れは商業簿記における期間的・総括的損益

計算方法としての複式簿記体系のうちに，工場会計

の記録を組織的に採り入れたものであり，根本的に

は複式商業簿記体系の拡充，完成化の過程」にある

と評価される。これらの評価は本書の後半で展開さ

れている，総括的損益計算制度の口別計算化を考慮

しての位置付けであると思われる。（山下勝治

[1950, 250ページ］）
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計算に用いられる原価概念（これを原価概念と

呼びうるか否かは別として）を，一応「財務目

的のための原価概念」と名付けるならば，バタ

ースバイにおいてはこの原価概念は先に述べた

「価格目的のための原価概念」と関連を持たず，

全く分離されたままであると言えよう。

以上の結果は，財務帳簿と原価帳簿とが全体

として統合されていないバタースバイにあって

は当然のことと言える。大胆な憶測が許される

とするならば，棚卸資産原価の計算に「価格目

的のための原価概念」をもってしたとも考えう

る。しかしながら，それは一時的，臨時的な措

置であり，規則的・形式的合理性をもちえず，

きわめて恣意的な計算になると思われる。とい

うのは，そこでは，システムとして原価帳簿が

機能していないためである。

いずれにせよ，「統合」なきバタースバイにお

いては，棚卸資産原価の計算は不正確なものと

一般に映ることが理解されよう。ちなみに，ガ

ルク＝フェルズ，プランプトンを始め，工場支

配人または会計士として十分な実務経験を持つ

J. s. ルイスやG.P.ノートンによっても，当時

の棚卸資産の過大表示についての指摘がなされ

ていることに注意せねばならない。例えば，ノ

ートンは「工場において販売の用意のできた製

品を，過大に評価する一般的傾向がある (57)」と

述べているし，ルイスも「過大経費を作業工程

にある製品に賦課することにより，やがて『仮

装資産』を発生させることになる (58)」と指摘し

ている。

それでは，いかにして棚卸資産原価の正確性

を獲得できるのであろうか。それは，まさにガ

(57) G. P. Norton[1889, p. 260]. なお， S.P. Garner 
[1954, p. 312] (訳書516ページ）参照。
(58) Littleton, A. C. [1925, p. 354] (訳書481ページ）。

第 56 巻第 5• 6号

ルク＝フェルズが論じているように，商業簿記

と原価帳簿とを「統合」させることによって確

保される。しかし，「統合」により「個別資本の

価値増殖過程を，製造過程と流通過程との統一

において一把握する (59)」とか，「内部価値転換

と外部価値転換を同一の尺度で測定(60)」するこ

とにとどまらない。つまり，原価帳簿を複式簿

記システム上での利益計算機構のなかに包摂す

ることにより初めて，貸借対照表上の棚卸資産

は，生産に結び付いた客観的な原価概念に基づ

いて正確に算定されるものとなるのである。原

価帳簿は，商業簿記に「統合」されることによ

り，棚卸資産原価を客観的なものたらしめ，そ

れによって「正しい利益計算」・「公正な利益配

分」を確保しようとする。しかし，その内容と

なるところは，公開財務諸表の正確性の保証や

株式会社制度および企業経営自体の「信頼性」．

「健全性」などの問題に関わって，原価帳簿が

商業簿記との「統合」という形で，財務諸表公

開制度に「統合」されるという点である。

次に，これまでにバタースバイの原価計算か

ら導きだされた結論を手掛かりとしながら，ガ

ルク＝フェルズ自身の原価概念と棚卸資産原価

の計算を検討することで「統合」問題の総体と

しての意味内容を明らかにしたい。ガルク＝フ

ェルズが棚卸資産原価の計算を特に重視してい

ることは，それ以前の論者に比較した場合，一

章全体を「調査 (Survey)」に当て，それについ

て詳細に言及していることからもうかがい知る

ことができる (61)0 

先ずは，彼らの原価概念から見ていこう。当

時，多数の素価制度 (systemof prime cost) 

(59) 中村万次 [1954,153ページ］。
(60) Chatfield, M. [1973] (訳書210ページ）。
(61) Garcke, E. and J.M. Fells[1887, pp.119-129]. 
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が普及していた。しかし，論者が簿記を扱う場

合にはこの主題について触れることが一般的で

あったが，「素価」という用語の定義に関しては

一致が見られなかった。そこには観念(idea)と

言葉 (language)の混乱があった(62)。当然のこ

とであるが，素価が明確に定義されなければ，

間接費ははっきりと捉えられない。実際，間接

費とされたものは様々な作業や製品指図書に配

賦されなければならない。

そこで，ガルク＝フェルズは『工場会計』に

おいて，素価を「事実，その言葉が表すように，

生産の本来的なもしくは直接的な原価だけを意

味する言葉(63)」として明確に定義している。素

価が定義されると，一方で間接費は明確に定義

されるようになる。ガルク＝フェルズが指摘す

るように，素価と間接費との関連を確立すれば，

間接費を有効にチェックすることができる (64)。

ガルク＝フェルズはこの素価概念に加えて，生

産原価概念を持つ。生産原価とは，原価を変動

的原価と固定的原価とに区分して認識し，その

変動原価をもって構成される原価を示す。材料

費・労務費は，もちろん変動費である。そのた

め，生産原価は材料費・労務費から構成される

素原価と変動的な間接費を包摂することになる。

ところで，間接費のうち固定的部分に当たる

事務所費 (establishmentexpenses) と資本利

子は，いかなる場合にも生産原価を構成しない。

けだし，それらは「企業の規模」に比例的に変

動しないからである。つまり，受注注文書の価

額のより大きい増加は事務スタッフを同じよう

に増加させないし，逆もまたそうである。また，

それらを作業・製品に配賦すれば，企業の増大

(62) Ibid., pp. 13-14. 
(63) Ibid., p.14. 
(64) Ibid., p. 72. 

に反比例的に生産原価を引き下げ，企業の縮小

に対しては逆になる。それ故，「経営の経済性」

や「契約の見積もりの正確性」に何ら貢献する

ことが無く，非難されることになる(65)0 

それでは，ガルク＝フェルズが「企業の規模

（または，受け取り注文書の価額）」によって変

動的原価から固定的原価を区別し，固定的原価

を生産原価に算入しなかったのはなぜか。それ

は，あくまでも「正しい原価」を追及するガル

ク＝フェルズにとって，一つの客観的な基準を

もって変動的原価と固定的原価を区別すること

で，生産に照応する原価を集計する生産原価に

かつてないほどの客観性を与えることが必要で

あったのである (66)。そして，この生産原価概念

は，財務帳簿と原価帳簿の「統合」により棚卸

資産原価の計算のための原価概念となり貸借対

照表に一つの信頼性を与えるものであった。

それでは， もしかりに棚卸資産原価に事務所

費などを含めるとすれば，どういう結果になる

のであろうか。ガルク＝フェルズは，不良企業

を例にあげ，次のように述べている。「実際には

利益を獲得できない企業が，製品を製造・蓄積

するといった単純な工夫により一時的に生き延

びていれば，企業は繁栄しているかのように見

えよう。しかし，実際は現金や有用資産が実現

不可能な製品へ転換され，事務所費などの固定

的原価（かりに，これらを含めるとすれば）が，

確実な企業取引がない場合には損失を示すはず

なのに貸借対照表において手持ち製品の形態で，

『優良な資産』として表示されることによって，

支払い不能になっているのである (67)」として厳

しく批判するのである。

ガルク＝フェルズはまさに正しい原価概念を

(65) Ibid., p. 74. 
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追及することで「正しい利益」の計算をしよう

としているのである。つまり，彼らにとって正

しい原価概念を踏まえての棚卸資産原価こそが

(66) フランスでは， 1863年アドルフ・ギルボーが固定
費と変動費の区別の真価を認めているし，ドイツで

はE.シュマーレンバッハが1899年，生産量と共に
原価が変化することの重要性に注目している。 (D.

Solomons[1952, pp. 34-35].) ここでは，あまり紹
介されることがなかったギルボーにおける間接費

問題について，少し検討しよう。まず，彼の間接費

概念および間接費の処理方法に焦点を当ててみよ

ぅ。彼は間接費を定義して次のように述べている。

「我々は作業の一部分に対して計算され得ない支

出を一般費（間接費に相当する一—引用者）と理解
する。一般費（間接費）としてそれらを分類するこ

とを決めるものは，それらの支出の一般的性格であ

る。」 (C.A. Guilbault et E. Leautey [1889, p. 
444].)間接費の機能については，次のように述べて
いる。「一般費は，事業においてかなりの役割を果

たす。同じく，管理能力を持つ人々は，一貫して変

わらぬ注意をそれらに向ける。企業の発展は，一般

費の巧みな配賦にあるということを彼らは知って

いる。また，彼らは最小の費用で最大の生産•取引
を行うことは，今日では，国内・国外の競争場裡に

おいてうまく生きていくために必要不可欠である」

(Ibid., p. 444)という。「一般費の巧みな配賦」の
第一条件として，事業ができる限り生産を増大させ

ねばならない。すなわち，「もし，これらの費用（維

持費，減価償却費，利子など 引用者）が事業の

許容する最大の生産量に割り振られるならば，製品

は異常な費用をチャージされることなく，原価は規

則的なものになる。」 (C.A. Guibault[l877].)フラ
ンス資本主義が生産力の拡大に努めるなかで，市場

における問題に直面しつつあることを物語ってい

る。最後に，結論的に次のように述べる。「産業経

営においては，（商業経営に比べて一引用者）一

般費（間接費）勘定は，さらにより多くの注意を必

要とする。けだし，それはより一層複雑であるから

だ。産業家はそれらをうまく分類することによって

のみ，一般費（間接費）を有効に改革できるからで

ある。そこから，それらをうまく分類することの必

要性がでてくる。例えば，ものの生産に関連した部

分とものの販売に関連した部分の区別のようにで

ある。」 (C.A. Guibault et E. Leautey, ibid., p. 
445.)ギルボーはガルク＝フェルズとは異なり，棚
卸資産原価の計算に係わって間接費を扱うのでは

なく，ただ価格決定のために変動費•固定費を区別
することで間接費自体の管理を行うにすぎない。ギ

ルボーは自ら従事した製鉄業の勘定の一部を示し

ているが，そこでは，一般費（間接費）が変動費・

固定費にかかわらず，また製造・販売にかかわらず

すべて製品へ配賦されている。ギルボーの製造勘定

の在り方や間接費問題の意味を含めて，19世紀末か
ら20世紀初頭のフランス工業会計制度の展開につ
いては，大下丈平[1981, 1982, 1983, 1988]を参
照されたい。

(67) Garcke, E. and J.M. Fells[1887, pp. 106-107]. 
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「正しい利益計算」につながるのである。その

場合，この正しい生産原価概念とは他でもなく，

彼らが提唱する『工場会計』システムに依拠す

る原価なのである。すなわち，生産原価概念に

みられるような管理志向的な原価概念は，今や

財務会計的な原価の基礎を与えるかたちで「統

合」しているのである。

本章のこれまでのところを，ここで整理して

おこう。『工場会計』システムは，まさに「正し

い原価」「公正な利益配分」に関わって，事業倒

産や労働問題を媒介とした財務的監査の側面か

ら規定され，要請されてきた。先駆的会計士達

が，財務諸表公開制度の場でこれまで秘密の領

域にあった「統合」問題を論じようとする意味

は，実はこの「利益計算の正確性」を追及して

いこうとするところにあった。その場合に，前

節以降で示されたごとく，「統合」が具体的に棚

卸資産原価の計算をめぐって社会的に問題とな

ってくることを，ガルク＝フェルズと当時のそ

の他の論者との対比の上に明らかにした。そし

て，原価帳簿を複式簿記システムにおける損益

計算機構のうちに包摂することによって初めて，

公開財務諸表上の棚卸資産は，生産に結び付い

た客観的な原価概念（ガルク＝フェルズのいう

「生産原価」概念）に基づいて正確に算定・表

示されることを理解した。

この「正しい原価概念」を踏まえての「正し

い利益計算」の追及は，当時，一般化していた

粉飾・過大資産表示にみられる恣意的な利益計

算と対立するものであった。つまり，詐欺・不

正・事業倒産を克服し，ィギリス資本主義がア

メリカ・ドイツを始めとするその他の資本主義

諸国に打ち勝つためには，イギリス企業の体質

を整備し，株式会社制度そのものの信頼性を高

める必要があった。そのためには，会計制度・
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監査制度を確立・強化し，他方で，不健全な企

業を排除し，さらに，健全企業を育成していく

ことが必要となったのである。ここにまた，ガ

ルク＝フェルズ『工場会計』における「統合」

の歴史的な意味あいがあったのではなかろうか。

と同時に，財務会計に「統合」された『工場会

計』は，他面でそれ自体として生産管理の強化

を促すものとなっているのである。まさに，正

しい利益表示の追及は，利益の源泉たる生産の

場における簿記体系の確立を要請するのである。

3) 第一次大戦後の統制経済下での「科学的J

原価計算の要請と原価作業会計士協会の創

設 ガルク＝フェルズ『工場会計』（第7

版1922年）の意義

これまでに，ジョンソン＝キャプランの研究

方法における「統合」問題の理解の仕方，次に

今日の原価計算史論の原点であるとともに，ジ

ョンソン＝キャプランが批判の対象としたリト

ルトン教授の「統合」観，さらにはリトルトン

教授が自説の根拠にしたガルク＝フェルズの

「統合」問題の歴史的意味内容を明らかにして

きた。その過程で，私は当時において提起され

た「統合」問題を生産の場における財務的視点

からの会計の構造化の問題としてとらえ，会計

の財務的側面と管理的側面との結びつきが，そ

れによって強化されるものであると理解した。

さて，この「統合」問題は，その後ガルク＝

フェルズ『工場会計』の諸版では，どのように

扱われることになるのであろうか。そこで，結

びにおいても簡単に触れるように，アメリカに

おける予算システムの生成•発展との関連で「統

合」があらためて問題となるが，本節では分析

の対象とする時代を第一次大戦中から以後に移

し，戦時の統制経済下において出版されたガル

ク＝フェルズ『工場会計』の第7版において，

「統合」問題がその後どのように展開されるこ

とになったのかを中心的な考察の対象とするこ

とによって，この課題に接近したい。具体的に

は，第7版では，軍需関連の政府契約を契機と

して，原価及び原価計算が社会的な制度として

認識されてくる事情が明らかにされるが，それ

らを前提に，かかる戦争を契機とした原価の社

会的認識，つまり会計システムが生み出す情報

の機能的理解に焦点が移ってくる意味を考察し

たい。そうすることによって，会計の構造化自

体が持つ機能と会計システムの構造から生まれ

る原価•利益情報のもつ機能・役割の関わりに

ついて，より明確に理解できるであろう。次稿

で議論する予定の予算システム生成•発展の段

階での「統合」問題の新たな展開の意義を検討

することとあわせて，ここでは， 7版前後の「統

合」問題の展開をさまざまな角度から跡付ける

ことによって，会計の基本的な属性を理解する

糸口を得たいと考えている。

前節においては，初版で述べられた事柄すべ

てについて言及したわけではないが，初版では，

工場法・保険法の要約をはじめ，工場評価の仕

方，賃金支払い方法，労使関係，パートナーシ

ップのためのプランなどが広く扱われている。

『工場会計』は工場内で生起する多様な問題を

扱っていたが，財務的監査の側面及び管理的側

面から「統合」問題が位置付けられうることは

すでに前節で見た通りである。工場経営を行う

うえで直面する諸問題に対して，工場会計シス

テムによって，技術的に解決していこうという

立場は，初版においても，確認されていると考

えられる (68)。しかし，初版では，結論の章でま

とめられたこれらの諸問題が， 7版ではその序

(68) Loft, A. [1986, p.160]. 
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文において一つの前提とされていることは注目

すべきである。つまり，ガルク＝フェルズも述

べているように，雇用者と被雇用者との労使関

係への不満と産業を襲う激しい恐慌が，新たに

第7版の刊行を要請してくることになるのであ

る(69)。そこでは，原価計算と工業経済学との関

連を問い，「科学的」原価計算の次の進歩のある

べき方向を探ろうとする。この「科学的」とい

う言葉が頻繁に用いられるようになってくる。

「科学的」という用語は，何を意味したのかは

曖昧であるが，当時のアメリカにおける科学的

管理運動の影響を受けたものと考えられる。「科

学的」原価とはいえ，その実体は工場会計シス

テムが生み出す原価でしかあり得ないが，しか

し，「科学的」という言説は，会計システムとは

何か別のところで「科学的」な原価が生み出さ

れてくるような意味あいを与えている。

第7版前後のこの時期は，フェルズが「科学

的原価計算会議」 (1919年6月28日）で述べてい

るように，「原価計算システムの機能がその構造

に優先する」と考えられるようになってきた時

期であった(70)。これまで，「統合」問題は財務的

監査及び管理上の諸問題を総括する形で論じら

れ，原価は一つの工場会計の構造（生産の場に

おける簿記体系）に関わって捉えられてきたが，

準戦時経済下にあるこの段階では，政府契約の

ための統一的な価格決定や他の生産者との原価

比較の視点から原価の「測定」をおこなうなど，

機能的・目的論的に原価計算が論じられるよう

になってきた。原価計算の機能論的展開は，「科

学としての原価計算」という言説が論稿，講演

会，大学教育などを通じて流布される事情と関

わっている。『工場会計』第7版は，意識的にエ

(69) Garcke, E. and J.M. Fells[l922, p. iii]. 
(70) Fells, J.M. [1919, p. 548]. 
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場会計というものを技術的なものとして描きだ

そうとしている。技術的なものとして捉えられ

た「科学としての原価計算」は，経済的な真実

を捉え，真実な原価を生み出すものとして，当

時の社会経済的問題（労使間の不信の排除など）

を解決できると考えられたのである(71)0 

「科学としての原価計算」という言説は，他方

で原価に関わりを持つ人びとによる職業団体の

形成を促す。 1919年3月8日，原価作業会計士

協会(ICWA)が創設され，原価会計士の利益と

職業上の利益を主張した（小論には付録として，

主としてロフト論文に依拠しながら，当協会を

中心的な位置に据えた簡単な会計年表を作成し

た。参照願いたい）。しかし，原価計算を職とす

る者たちが原価作業会計士協会を結成した理由

が，「科学的原価計算」の進展にあるとはいえ，

彼らは，実質的に外部の人びとに対してその仕

事の機会を与ネず，特定の経済的行動の機会を

独占するためのものになってしまった。自らの

社会的地位を維持・安定化させるためには，「科

学的な」原価に関する言説が，要請されたので

ある。一方で，従来からの会計士団体は，原価

計算に対して疎く，そのため ICWAに対して批

判的であった。彼らによれば， ICWAの連中は

専門家ではなく，単に商人のために働いている

にすぎず，「産業の技術者」であると主張してい

る。しかし，産業界からの支援を得た原価会計

士協会は，次第に足場を固め，他の会計士団体

のなかからも賛同者を得るようになってく

る(72)0

イギリスの戦後復興の過程では，原価計算シ

ステムの生み出す知識は，個々の企業にとって

だけでなく，体制の問題としてイギリス全体の

(71) Loft, A. [1986, p.160]. 
(72) Ibid., pp. 163-165. 
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効果的運営を可能とするものと考えられていた。

体制の問題がより具体的に意識されるようにな

ってくるのは，第一次大戦を契機とする国家の

産業への介入の中においてである。大戦後にお

ける，上述の原価作業会計士協会の創設を巡る

経緯を克明に描きだした A.ロフトによれば，

体制の側も左翼の側も，その社会的目標はきわ

めて異なっていたが，両者とも経済的復興の過

程で利用しようとした手段は，原価会計士のよ

うな技術的専門家であったといわれている(73)0 

両者とも，彼らに対して高い価値を与えるとい

うことにおいては，共通の基盤を持っていたの

である。現実の経済的真実を，政治的，産業上

の問題に導き入れるのは，原価計算であると考

えられたのである。ただ，原価概念についての

議論は，まだ始まったばかりであったし，科学

的管理思考が導入されたときも， 20年代の遅々

としたイギリスの産業合理化のなかにおいては，

ほとんど定着しないままであり (74), 科学的管理

思考と原価計算との結びつきもあまり見られな

かった。以下では，原価の機能的理解，つまり

原価の目的性の問題提起について，原価概念を

めぐる議論を中心として少し詳細に触れておき

たい。

『工場会計』の初版 (1887年）の頃は，原価計

算という領域は無視されていたが，1922年頃（第

7版）には，生産原価の組織的・継続的な確定

の重要性はあらためて主張するまでもなく，十

分認識されるようになっていた。それは，すで

に述べたように，第一次大戦を契機とした「多

少経験的な原価算定システム」の採用が目立っ

(73) Ibid., p. 149. 
(74) 岡山礼子[1990,95-96ページ］。そこでは，イギ
リスの職場管理の態様を吟味することによって，

「経営管理不在の領域を生み出す心的特性」を見い
だしている。

てきたことに関連がある。政府は，戦争の遂行

のための必需品，軍需品，食料およびその他の

物資を獲得するために，多くの産業組織を統制

した。それは，さまざまな職業領域，卸売り・

小売り業において賦課できる最大価格にかかわ

る政府統制であった(75)。

原価を敷術したり，限定したりするために「作

業」，「生産」，「直接」および「真実」といった

修飾語を付けて用いられていたが，これらはほ

とんど専門用語としては認識されていなかった

し，それらは厳密かつ一般的に受け入れられた

一定の意味を持ち合わせていなかった。当時，

ガルク＝フェルズによれば，原価は「商品が通

過する製造・流通の連続する段階における多く

の原価確定値の総計を包含する一般的な語句と

してしばしば利用された(76)」といわれている。

原価計算の方法は，関連する特定の商業や産業

の技術，原価確定の必要な人々の関心のある生

産・販売および利用の各段階に依存している。

原価の構成要素の分類も，どのような情報が求

められているのかの決定と，特定の状況下で原

価を確定することによって役立ちが期待される

特定の目的に依存した。原価の目的性が鮮明に

うちだされていたのである。

さらに，様々な段階及び様々な状況下で，原

価を確定するためには，主要な状況下での基本

的な原価認識を除き，これまで行われてきた生

産原価 (costof production)に代えて，生産原

価 (cos阻ofproduction)に言及するのが，望

ましいとされた。これは，要するに，「最終的な

原価 (ultimatecost)は，中間の一連の原価の

結果 (theproduct of an intermediate series 

of costs)である」ことを強調することであっ

(75) Garcke, E. and J.M. Fells[1922, p. 2]. 
(76) Ibid., p. 7. 

-179-



経済学研究

た(77)。企業経営目的にとって，原価計算単位は

「構成部分」に細分されるべきであった。ここ

で言う構成部分は，「異なる種類の企業において

は，原価の算定が通常の商業上・競争上の目的

であるのか，それとも製品の改善，生産高の増

加，生産での支出の削減の意図を持つ技術上の

目的にあるのかにより，情報が求められる目的

と共に変化する」と考えられた(78)。例えば，鉄

道業での原価算定において， トレイン・マイル

を使うか， トン・マイルを使うかなどである。

さらに，同一の製品を異なる時，場所，材料，

部品もしくは性能の異なる機械類を使って製造

する場合の相対的原価の差異は，量の基準同様

に，質の基準に基づいて分析された原価記録に

よって算定されるということである。そのよう

な原価計算システムを生み出していくには，産

業・商業の技術者と会計担当者との緊密な共同

作業が求められた。ここにおいて，原価は純粋

に財務的な目的とは別の目的に対して，もっと

もよく表されることになると考えられたのであ

る(79)0 

ガルク＝フェルズは，当時の論者の原価計算

の定義（「信頼できる諸要素・傾向を記録し，分

析し，比較し，説明し，論証する活動の監査

(audit)」=M.テイラーの定義）及び原価の定

義（「代数の公式においては，原価は従属変数」＝

J.R. ディックの定義）を引用しているが，これ

らは原価に対する機能的役割を強調したもので

あることは明らかである。原価計算が，大企業

においては，より正確性をもって実行されると

いう認識は，ェコノミスト，企業家，会計担当

者の間においては認められたが，実務において

(77) Ibid., p. 8. 
(78) Ibid., p. 10. 
(79) Ibid., pp. 11-12. 
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は，これまで見てきたような形の原価計算方法

は，依然として定着していなかった(80)。そのひ

とつの理由を，戦争を契機に高まった原価及び

原価計算に対する期待が，戦争後の不況のなか

で，ほとんど消失してしまうことのなかに見い

だすことができる。

以上見てきたように，この段階では，原価計

算は，従来のように「統合」問題からアプロー＼

チされるのではなく，政府との契約価格決定の

ためであったり，政府による資源配分の一指標

としての機能を与えられたりして，社会的に問

題視された。英国批判学派のひとつの流れを形

成している，先に引用した A.ロフトは，この段

階から分析を始めている。つまり，ガルク＝フ

ェルズの『工場会計』の 7版における原価の機

能的問題に焦点を当て，それを出発点として，

第一次大戦後の一時期の管理会計史を描きだし

ている。私は，これまでの分析の結果から判断

して，そこに彼女の方法の限界を感じている。

彼女によれば，管理会計史は，産業社会におけ

るひとつの中心的な規律技法のひとつの歴史と

して理解されるべきであると言う (81)。その方法

の特徴は，管理会計は，ただ単一の起源を求め

るのではなく，分散した起源の全体的な複合体

を求めることにあるとされている (82)。たしか

に，起源の多起源性は明らかにされたが，その

基軸をなす会計（勘定）の構造については，不

問に付されてしまっている。A.ロフトにおいて

も，ガルク＝フェルズの『工場会計」の初版に

おける「統合」の意味内容の分析を踏まえて初

めて，十全なる原価計算・管理会計史研究が可

能であると思われる（ロフトを初め，批判学派

(80) Ibid., p.12. 
(81) Loft, A. [1991, p. 31]. 
(82) Ibid., p. 35. 
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の管理会計史論については，次稿で詳細に取り

扱う予定にしている）。

4 • むすび

小論は，ジョンソン＝キャプランの『関連性

の喪失』における問題提起を受けて，「統合」問

題を中心として，原価計算・管理会計史論の幾

つかの基本的問題を検討してきた。すでに述べ

たように，彼らが投げかけた問題は，日米両国

の研究者のみでなく，英国の批判学派の間にも，

議論を巻き起こし，その与えた影響力は大きか

った。その理由は，彼らが，従来の「管理会計

パラダイムの転換」を提唱したからであった。

彼らこそ，管理会計史，さらに現代管理会計論

に，新しい流れを生み出した張本人であった。

私は，この「管理会計のパラダイム転換」の

問題提起を，三つの研究課題 ((1)製造環境の実

証分析， (2)「統合」をめぐる歴史的分析， (3)会

計の本質的理解）として受けとめたが，ここで

は，歴史的分析に焦点を絞った（他の問題は，

今後の課題としたい）。まず，これまでの論述を

簡単に整理しておきたい。最初に，『関連性の喪

失』の概略を述べ，「関連性の喪失」が「統合」

問題を契機としており，「統合」問題こそ本書の

論議の原点となり，彼らの歴史分析と現状分析

を結ぶ結節点をなしている事情を明らかにした。

彼らは，原価計算と簿記システムとの「統合」

を管理にとって否定的なものと理解した。彼ら

の「統合」観は，リトルトン会計史観の批判で

あり，会計それ自体の批判であるとさえ言い得

る。そもそも，「統合」とはどういうことであろ

うか，これが問われなければならない。そこで

私は，次に，リトルトンが「工場簿記から原価

会計への発展」のなかで評価したガルク＝フェ

ルズの「統合」の意味内容を分析した。私は，

ガルク＝フェルズが，「統合」を当時の工場経営

を巡る財務（制度）的，管理的（特に労使関係）

問題を総括する視点から取り上げ，原価の記録

を基軸とした生産の場の簿記体系（構造）の整

備をめざした， と位置付けた。これこそ，小論

で明らかにしようと試みた問題であったし，ジ

ョンソン＝キャプラン理論を私がどう受けとめ

たかについての解答であり，また彼らの方法に

対するひとつの反論でもあった。

その後，イギリスでは第一次大戦を機に，契

約価格設定のための「科学的原価計算」が求め

られ，「原価の測定m」の主張に見られる原価の

機能的理解がすすむが， 20年代の遅々とした産

業合理化のなかでは，米国の標準原価計算や予

算統制に見られたような簿記システムの管理的

視点からの再編は進まなかったことをみた(2)。

ちなみに米国では，大戦後の不況のなかで，不

働費問題を主要な契機として予算が生まれる

がcsi, それをこれまでの「統合」問題の論旨に当

てはめてみると，予算は標準原価による能率計

算機能と損益計算とが「統合」したものである

ということができよう（これについては，次稿

で詳細に検討する予定にしている）。これは，能

率計算という機能が損益計算という構造に一体

化したものと捉えることができる。この捉え方

は，ジョンソン＝キャプラン等がやったような，

情報システムのコスト便益分析から，予算（及

びROI)を階層企業（事業部制企業）の意思決

定と業績評価の方法として，管理会計史を論じ

(1) Fells, J.M. [1919, p. 548]. 
(2) 西村明 [1983,p.201]。
(3) 辻厚生 [1971]は，全編を通して，予算制度の生
成過程を綿密に分析している。小論は予算システム

を全面的に取り扱ってはいないが，本書での予算生

成の歴史的分析に負うところが大きい。
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たのとは対照的な分析方法であろう。「統合」概

念の展開を跡付けることで，「関連性喪失」の管

理会計的な意味を明らかにできる。要するに，

「関連性の喪失」とは，イギリスにおいては，

19世紀末の工場会計の場において，ついで米国

においては20世紀初頭の予算統制の成立の段階

で，「統合」が完成することによって，ジョンソ

ン＝キャプランのいう意味での管理会計が，意

思決定と業績評価に適合的でなくなったことを

示している。

これまで十分には言及することはできなかっ

たが，英国批判学派(4)も，『関連性の喪失』批判

を契機に，独自の視角から管理会計史(5)を展開

している。当学派も，ティンカー＝ネイマーク

等の政治経済学アプローチ，ホッパー等の労働

過程学派， ミラー＝オレアリーやロフトなどの

規律論アプローチなど方法は多様であるが(6),

伝統的な管理会計史に対しては，上記の「統合」

への発展史観を批判し，ジョンソン＝キャプラ

ンに対しては，取引コスト理論に基づく研究方

法及びそこでの市場環境の捉え方［＝中立的，

非人間的，技術的な市場諸力］）を批判の対象と

する叫批判学派の特徴は，伝統的な問題設定を

逆転させ，会計変化 (accountingchange)を組

織的・社会的文脈で捉え，良くも悪くも会計の

構成的役割 (constitutiverole)を重視する叫

要するに，会計が組織や社会にどう影響を与え

たかに注目する。さらに，そこには，会計自体

を規律技法とする「視線」をもっている。いま

(4) 英国批判学派については， Cooper,D. J. and T. 
M. Hopper[1990]の諸論文，及び高寺貞男[1988],
陣内良昭 [1990,1991]を参考されたい。
(5) 私の関心は批判学派の一般的な特徴ではなく，む

しろ A.ロフトをはじめとする批判学派による管

理会計史研究とその方法にある。
(6) この分類も， Loft,A. [1991]によっている。
(7) Ibid., p. 26. 
(8) Hopwood, A.G. [1987]. 

第 56巻第5・6号

予算を例にとって，批判学派の特徴の一端を示

すならば，批判学派は予算の編成と統制の過程

を重視し，予算を個人の「創造性」や「組織文

化」（組織内での意味の共有）に結びつけようと

する。予算は「組織の下部単位の活動調整を目

的とし，それが一貫性と諸目標の整合性を促す

ゆえに重視されているが，そのことが計画設定

と意思決定に対して，環境条件を表現し解釈す

る様々な方法によって創造的に探求する個人の

能力を制約する (9)」と考える。つまり，行動科学

的に予算編成・統制を重視し，予算は各個人に

おいて異なる意味を持つと考えるのである。

現代管理会計の潮流は，「戦略」を基軸とし，

技術革新の側面と市場環境の側面の両面をもつ。

ジョンソン＝キャプラン学派と批判学派とは，

戦略に対しては異なる理解をするが，戦略的管

理システムのひとつとしての活動基底的原価計

算システムのような配賦システムやライフサイ

クルコスティングとは異なり，伝統的な意味で

の予算は，現在の企業環境では，意思決定や業

績評価には十分貢献していないとみることにお

いては，同じ立場にたっている。戦略を経済合

理主義的に利益機会の獲得の道筋と解するか，

行動科学的に個人の創造性の涵養への道筋と解

するかで，予算の展開方向は大きく異なるはず

である。しかし，かかる方法論上の相違は，ひ

とり予算にのみ当てはまるものではない。例え

ば，原価配賦問題にも当然に当てはまる。その

意味で，「統合」概念の展開をさらに分析するこ

とによって，会計の損益計算という不変の構造

とそれを取り巻く可変の諸機能の役割との関連

を見いだす契機を獲得できるし，さらに，会計

の本質的理解のための糸口を得ることができる

(9) Preston, A. M. [1991, p. 163]. 
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であろう。そして，いままた，独立して設定さ

れた品質原価計算やライフ・サイクル原価計算

などの，戦略的な管理システムの「統合」が求

められている(10)0 

最後になったが，小論では，多くの問題が未

整理のまま残された。「統合」概念の発展とその

整理の問題，「統合」概念と会計，統制および管

理の諸概念との関連，私がフランス会計研究の

なかで析出した「結合」概念と「統合」概念と

の関連の問題，英国批判学派の管理会計史研究

の評価の問題などがそれである。今後の課題と

したい。
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第 1号， 1953年。 心に10,000部売れる。本書は，原価計算を含

西村 明『財務公開制度の研究』同文館， 1977年。 む管理的方法と生産計画・在庫統制を総合

西村 明「会計の統制機能と管理会計」『経済学研究』， 化する。

第47巻第5• 6合併号， 1983年。 1914.7 戦事局の軍事契約部門は， 56人の役員と事

西村 明編著『管理会計の分析方法』同文館， 1988年。 務員を抱えていた。

西村 明『中国企業会計の構造と分析』九州大学出版 1915 、A.Williams「(Swindow蒸気機関工場の

会， 1989年。 事情について） 12,000人の従業員のうち，

野田正穂「イギリス株式会社の構造的特質について」『経 1,000人が事務員」

済志林』第27巻， 1959年。 1915.6 軍需省の創設：戦時物資の生産統制を戦事

早川 豊『工業会計発達史（下）』森川書店， 1974年。 局から取り上げるため。

別府正二郎「原価計算の成立過程（一）」『経済学研究』第17 1915.8.12 軍需大臣次官アディソン「財政計画につい

巻第4号， 1942年。 て不安がある。契約その他の性格について

増地庸治郎『賃金論』 1943年。 である。驚くべきことに，誰も物のコストが

松本雅男「原価会計の成立」『一橋論叢』第11巻第 5号， どれほどかを我々に述べることができない

1943年。 ようだ。」（当日の日記）

宮上一男『工業会計制度の研究』山川出版社， 1952年。 1916 支払われるべき価格に関する RealmAct 

藻利重隆『経営管理総論（第二新訂版）』千倉書房， 1965 の答弁書のなかに，新条項が具体化される

年。 （多くの軍需品に‘‘公正な市場価格”を設け

諸井勝之助「デビッド・ソロモンズ『原価計算の歴史』」 る方法が無いため）。

『経済学論集』第23巻第 1号， 1954年。 1917 G.D.H. コール：「生産コスト見積もりの

山下勝治『損益計算論』泉文堂， 1950年。 改善は，もっと‘科学”を求めているし，純

粋にかかる領域において科学を応用する試

イギリスにおける原価計算関連年表
みに対して反目することはできない。」（『科

学的管理法』， 1917年）
（第一次大戦の前後を中心として）

1917 この一年間に，約2,500の技術的見積もりと

1887 ガルク＝フェルズ『工場会計』（初版）公 約1,000の会計調査が実地された。コストの

刊。 調査は，製造業者には不人気であった。

1888-1914 広範な産業合理化は無かったが，イギリス 1917-1918 労使代表者会議（ホイットレイ会議）が，産

産業にもゆっくりとした変化は出てきた。 業ごとに設置される。公益と調和するかぎ

毎年，平均67社が合併で消滅した(Hannah, り，職業の進展と幸福に影響を与えるあら

1983)。 ゆる事柄を審議する。

1911 印刷業雇主連盟は「統一原価計算システム」 1918 戦後の機械工業における商務省調査 (1916

を開始。 年開始）：第一次大戦中の政府の事業組織

1911 ガルク＝フェルズ『工場会計』 (6版）公 への介入の結果，イギリス産業における原

刊。 価計算システムの発展が一様でないことが

1911 世論調査：約50万人の商業事務員がいる 明らかになった。

(1881年の 2倍半）。原料送り込み・スピー 1918 政府委員会は，国家にとって膨大な節約が

ド検査人・品質検査人・賃率決定者等を含 帳簿の検査によって生じたこと，および，そ

む。 の権利は放棄されるべきでないことを主張。

同調査：会計士の数は，約9,500人。このな (=t>英国産業連合 (FBI)による原価計算・

かには，事務員も含まれている。 価格決定方法に対する抗議に対して）

1911 チチェスター伯爵：職業会計士のもっとも 1918 E.T. Elbourneの『工場管理と会計』再版。

重要な責務は，①公募会社の監査人②破産 正確なコスト記録の必要性と作業会計士の

管財人③支払い不能会社の清算人（これは 役割を強調した。

殆どの会計士の意見の総括） 1918 この年の半ばに，約340人の勅許会計士がい

1911 11 イングランド・ウェールズ勅許会計士協 た。その多くは，著名な企業のメンバーで，

会：中間試験において「原価勘定について」 軍需省のスタッフとなっていた。勅許会計

問う。 士の著名な企業は食料省によって地方監督

1914 E. T. Elbourneの『工場管理と会計』は戦時 会計士に任命され，同省の指示のもとに製

中に，政府契約企業の経営者スタッフを中 造業や商人の帳簿を調査した。
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1918 S. Webb: "労働と新しい社会秩序”と題さ April, 1919) 

れた労働党の公式プログラムを執筆した。 1919.6.5/6 E. M. Taylorが組織した「科学的原価計算

競争的闘争ではなく，産業の社会化や生産 会議」開催：「原価計算は商業のエックス

流通の計画的協同に基づく新しい秩序を求 線。適切に使用すれば，疑問なき事実の証拠

める。その将来展望のなかには，原価会計士 を与える。」（テイラーのスピーチ）：「作業

のような管理専門家に重要な場所が与えら 会計士は，職業会計士と結び付くべきか」

れている。 （議長の問題提起） ⇒結論でず。そこでは，
1918.8 暴利排除法 (ProfiteeringAct)成立：商務 原価計算用語の標準化についてのみ意見の

省に対して，公衆が一般に用いる品物又は 一致が見られた。 (Accountant,1919) 

生産に利用する材料・機械・付属品等の価 1919.8 原価計算に関心のある勅許会計士等が，‘‘中

格・コスト・利益を調査する権限を与えた。 央原価計算協会”を設置する。

調査によって暴利が明らかになれば，最大 1919.7.12 軍需省中央在庫部門コスト能率方法部長J.
価格固定化の命令が出せる。コスト測定は， H.Boydの‘‘科学的管理に関する原価計算”

暴利を認識するプロセスの重要部分となる。 と題された講演。産業不安をなくすために，

1919 ICAEWの年次総会は，‘‘保守派”と‘改革 科学的管理を重視。そして，コストが科学的

派”に割れ，大荒れの模様。改革派は，会計 管理の基礎となると考えた。

士訓練の方法（原価計算と能率問題につい 1920 労働組合の構成員：約830万人 (1912年＝

ての教育）の改革を主張。 W.Jenkinson「わ 350万人， 1918年=650万人），労働組合の活

れわれのメンバーの80%は，内部事務作業， 動とその構成員は，戦争直後の期間にピー

作業原価計算，能率問題について全く知ら クに達する。

ない。なぜか。協会は，この問題に注意を向 1920 Goodrichの『管理の限界』「労働者の間に

けるために何をしてきたか。メンバー教育 は，使用者が獲得した利益がどれほどかを

のために何をしてきたか。公衆は，勅許会計 知りたい欲求がある。組合のリーダーが使

士の能力を過大評価していると思う。」 用者と話す場合，使用者は恐らく原価計算

(Accountant, 10 May, 1919) と利益を除いたなにかについて彼らと議論

1919.3.1 『アカウンタント』巻頭論文「多くの製造業 するだろう。」

者は，今日，原価勘定を付けている。 5年前 1920.4 銀行レートが 7%に上昇，政府が公的支出

までは，かかるものがあることをほとんど の緊縮政策を開始。ブームの終わり。

知らなかった。その他の多くのものは，原価 1921 Lord Leverhulme (企業家）「今日，製造業

計算システムの設置を考えている。―原 者がすべての戦前の原価計算方法をやめ，

価計算方法に，公正な評価を与えようとす もっとも完全で近代的なシステムを採用す

る意向がみられる。」 ることは，不可欠。」 ⇒ブームのあとにきた
1919.3 軍需大臣代理：｀作業会計士”は，最新の産 不況は，製造業者が事業の合理化のために

業企業の経営方法の不可欠の部分となった 最も合理的な方法を求めたとき，原価計算

（下院でのスピーチ）。 への強い関心をもたらした。

1919.3.8 原価作業会計士協会 (ICWA)創設：原価会 1921 『エコノミスト』は，この年を‘‘産業革命後

計士の利益を増進し，職業上の地位を主張。 最悪の不況の年”と呼ぶ。

1919.3.18 W. Jenkinson: ホイットレイ報告が，イギ 1921 世論調査：約100万人の事務員・製図エ・タ

リスの産業組織の科学にどのように新しい イピストのうち，約2万人が原価計算・見積

時代を記したかを語る。労使の協同の結果 もり事務員であった。

として，「管理に利用できる能率データは， 1921 1 Sir H. AustinのICWA年次ディナーでの

労働者にも利用できねばならない。コスト スピーチ：新協会へのアドバイス「当協会

は，事業の実物大の等高線地図である。」 が，その活動と仕事がどのようなものであ

(Accountant, 18. March. 1919) ろうと，労働組合の影響を排除することを

1919.3.28 E. W. Taylor (アメリカでの原価計算の経 希望する。」

験を持つ勅許会計士）：原価計算に関心の 1921. 6 失業者は， 200万人を越えた。経済活動は，

ある職業会計士の会議を召集する意図を表 急速に後退。

明。「勅許会計士は，この職業の重要な領分 1922 ガルク＝フェルズ『工場会計』（第7版）出

として原価発見 (Cost-finding)の可能性を 版。

たったいま理解し始めた。」 (Accountant,5 1922.2 印刷業雇主連盟議長：労働組合からの恐怖
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を表明「製造に関心のある我々は，近い将来

に，困難で危険でさえある状況に直面しよ

う。」 (CostAccountant, March 1922) 

1922.2 ICWAの会議の議題：‘‘科学的原価計算の

必要性”「すべての利用可能な資源から，最

小コストで最大の軍需物資を確保する戦時

の緊急の必要性から，事業家は科学的原価

計算の必要性を認識するようになった。」

(Cost Accountant, March 1922) 

1922.3 スターリング (FCWAでコストコンサルタ

ント）は原価計算の定義が存在しないこと

に不満を述べた。「“標準化された原価計算”

のほうが”科学的原価計算”より利用に適し

ている。」 (CostAccountant, March 1922) 

標準化された原価計算とは原価計算用語の

標準化を意味した。

1922.3 『CostAccountant,』(March1922)の論

説：「標準が意味するのは，権威をもって，

ルールによって設定されるものである。こ

の基礎の上に，（原価作業会計士）協会は，

自らの名声と帝国の商業にとって，原価計

算が不可欠であることについて，主張でき

る。」

1922.7 J.M. フェルズ (ICAEW,ICW A両方のメ

ンバー）：労働組合からの恐怖が原価計算

によって，いかに弱められるかについての

べる。「一国の経済的産業的生活の真実が

人々の前で明らかにされるのは，商業の真

実に関して両方の側に持たれている不信か

ら生じている産業不安のうちに何らかの平

和がもたらされるのは，この方法（原価計

算）によってである。」 (CostAccountant, 

July 1922) 

1922.9 ICWAのコメント：「事実こそは，コスト

と販売価格とのあいだの剰余の区分を支配

できる。各産業への科学的原価計算の到来

は，労使関係を複雑化している不信の排除

に向けてなされる前向きの最大の一歩であ

る。」 (CostAccountant, September 1922) 

1923.3 イギリスの原価会計士「アメリカには，原価

会計士に有利なだけでなく，彼らを要求す

る土壌がある。彼らは，経済界の指導者の一

人である。」 (CostAccountant, 1923. 3) 

1923.4 このときまでに， ICWAのメンバーは606人

いた。

1923. 5 ICAEWは，「原価会計士のような人々は，

“専門的仕事”に従事しているのではなく，

商人に役立っために雇われている」として，

ICWAが勅許の名声を獲得するのをうまく

阻止した(Accountant.5 May 1923)。

1924 

1924 
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この頃，産業合理化へ向けたうねりが，ドイ

ツから輸入された。しかし，これは，イギリ

スにおいては，普遍的現象ではなかった。

（←新しい機械への投資も，新技術での労

働者教育も何れも低水準であった。）

産業と貿易に関するバルフォア委員会設

立：最終報告 (1929)での事業原価計算への

コメント「科学的原価計算方法への無関心

または無知のために，原価についての知識

が不十分であるようだ。科学的原価計算方

法は，一般にせいぜい一つの必要悪とみな

されている。さらに，所与の産業内には，原

価計算システムを通じた原則の統一性がほ

とんどない。」

(A, Loft論文を中心にして作成）
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（付記）

●本稿は平成 2年度文部省科学研究費補助

金・奨励研究(A)による研究成果の一部であ

る。

●また本稿は，日本会計研究学会九州部会第

45回大会における報告要旨に加筆修正した

ものである。
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